
備 考

【基礎となる学部学科】
デザイン学部
デザイン学科

(13) (0)

教

員

組

織

の

概

要

バイオ・情報メディア研究科
コンピュータサイエンス専攻（D） （8） （6） （5） （0） （19） (0) (0)

0

（1） （0） (0)

（0）
平成30年4月届出済み

平成30年4月届出済み

0

2

(0)(10) (0) (43)

2

0

0

（0）

バイオ・情報メディア研究科
バイオニクス専攻（D）

15 2

0

バイオ・情報メディア研究科
コンピュータサイエンス専攻（M）

8 5 6 1

0人
デザイン研究科デザイン専攻（M）

新 設 学 部 等 の 目 的

　デザイン研究科は、高度で最新のＩＣＴ（情報コミニュケーション技術）を駆
使して、デジタルスキルを修得することによって専門性を深めるとともに、創造
性を重視した「表現力」と感性を融合した能力を持ち、社会的なテーマに対応し
得るデザインと発想する力を持つ人材を育成することを目的とする。

新
設
学
部
等
の
概
要

フ リ ガ ナ トウキョウコウカダイガクダイガクイン

大 学 の 名 称

別記様式第２号（その１の１）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

計 画 の 区 分 研究科の設置

フ リ ガ ナ ガッコウホウジン　カタヤナギガクエン

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

計

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習

設 置 者 学校法人　片柳学園

2 10

東京工科大学大学院  (Graduate School of Tokyo University of Technorogy)

大 学 本 部 の 位 置 東京都八王子市片倉町1404番地1号

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人

大 学 の 目 的
　東京工科大学大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め
て、文化の進展に寄与することを目的とする。

助手

バイオ・情報メディア研究科
　コンピュータサイエンス専攻（M）[定員減]　（△10）（平成31年4月）
　メディアサイエンス専攻（M）[定員減]　（△10）（平成31年4月）
　アントレプレナー専攻（M）[定員減]　（△10）（平成31年4月）同一設置者内における変更状況

（定員の移行，名称の変更等）

デザイン研究科
（Graduate School of Design）
デザイン専攻
（Master's Program in Design）

　　年　月
第　年次

東京都大田区西蒲田
5丁目23番22号

修士
（デザイン）

平成31年4月
第1年次

工学研究科
　サステイナブル工学専攻（M）（30）（平成30年4月届出）
　サステイナブル工学専攻（D）（3）（平成30年4月届出）

10 20

－ 20

教育
課程

0 17

(7)

（3）

計

デザイン研究科
デザイン専攻

3 科目 7 科目 4 科目 14 科目 30単位

（7） （3） （6） （0） （16） （0） （0）

7人 3人 6人 0人 16人 0人

19 0

計
26 7 10 0 43 0

(0)(2)

27 0

工学研究科サステイナブル工学専攻（D）

工学研究科サステイナブル工学専攻（M）

13

4 4

(26)

(0) (27)(19) (4) (4)

―

15 0

0

(15) (0)

20

（23） (0)

0

(―)

(0)

27 0

(0)

0

（30） （0） （0）

0

（22） (0)

16 00

13 0 0

(0)

（2）

（3） （28） (0)

0

(8) (88) (0)

0 7 0

―

0

（0） （16）

(0)

(0)

1 24 0 0

4 78 0

（0） （7） (0)

0

20 3

7 5 1

2

（20） （5） （2）

5

（6） （7）

5 3

（19） （2）

0

8

（11） （9）

（8）

―

(70) (28)

(0)

（1） （1）

5 1

(―)

(―)

121 068 25 24

(8) (131) (0)

4

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教員等教授

合　　　　計

既

設

分

バイオ・情報メディア研究科
バイオニクス専攻（M）

准教授 講師 助教 計

新

設

分

(21) (15)

（5）

バイオ・情報メディア研究科
メディアサイエンス専攻（D）

1

バイオ・情報メディア研究科
メディアサイエンス専攻（M）

バイオ・情報メディア研究科
アントレプレナー専攻（M）

9 9

（5）

（9） （6） （1）

(25)

計
42 18 14

(44)

1



大学全体

・日本工学院専門学校
収容定員5,390人
基準面積15,110㎡
・日本工学院八王子専門学校
収容定員5,440人
基準面積15,680㎡

共用の校舎敷地
341,996.22㎡のうち、
借用面積31.29㎡
借用期間
平成21年4月1日
～51年3月31日

（0）

     （78）      （38）     （116）

（0）

1 0 1

（1） （0）

第６年次

－1,115千円 － － －

大学全体での共用分
図書（和書）142,676
図書（洋書）35,641
学術雑誌（和書）239
学術雑誌（洋書）32
電子ジャーナル（和書）27
電子ジャーナル（洋書）79
視聴覚資料　7,164
機械・器具  36,375
標本213

（1）

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次

・日本工学院専門学校
収容定員5,390人
基準面積　なし
・日本工学院八王子専門学校
収容定員5,440人
基準面積　なし

共用の校舎敷地
341,996.22㎡のうち、
借用面積31.29㎡
借用期間
平成21年4月1日
～51年3月31日

79

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

10,645㎡ テニスコート（5面）、50ｍ公認プール

－ － － － －

－

300千円

第５年次

20,000千円

検定料収入、手数料収入、資産運用収入、事業収入等を
もって支弁する。

1,346千円

第５年次

（0〔　0　〕） （0〔　0　〕）

600千円 1,200千円

（　0　）

4,496㎡ 874席 238,000冊

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

学生納付金以外の維持方法の概要

新設学部等の名称

語学学習施設

72室 5室
6室

（補助職員0人） （補助職員0人）

0

（0〔　0　〕）

1,300千円 300千円

計
353〔　10  〕　 0〔　0　〕　 0〔　0　〕　 0 67

（249〔 　6　〕）

教員１人当り研究費等 －

体育館

－

収 納 可 能 冊 数

経費
の見
積り

区　分 開設前年度

0

（　0　）（　67　）

点

（0〔　0　〕）

（249〔　 6　〕）

冊

（　0　）（　67　）

0〔　0　〕 0〔　0　〕　 0 67

第６年次第１年次

図
書
・
設
備

図書

デザイン研究科
デザイン専攻

353〔　10  〕　

500千円 500千円 －

〔うち外国書〕

第２年次 第３年次

図書館

学術雑誌

〔うち外国書〕

（　0　）

0

標本

      116   人

0 0 0

（0） （0） （0）

計

344,391.65㎡

36,158.00㎡ 0㎡ 36,158.00㎡

第４年次

実験実習室 情報処理学習施設

260室
6室

     （38）      （117）

種 〔うち外国書〕 点 点

－

－

－

－ －－ －

－ －

電子ジャーナル

閲覧座席数

0 0

（0）

計
38 117

     （79）

演習室

計

教員1人当り研究費等は研究
科単位での算出不能なため、
学部との合計

大学全体

教室等

講義室

380,549.65㎡

そ の 他 0㎡ 23,635.10㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

140,622.01㎡ 40,970.61㎡ 111,739.79㎡ 293,332.41㎡

（140,622.01㎡） （40,970.61㎡） （111,739.79㎡） （293,332.41㎡）

27,531.68㎡

408,081.33㎡

0㎡ 341,996.22㎡ 2,395.43㎡

運 動 場 用 地 0㎡

図 書 館 専 門 職 員

そ の 他 の 職 員

面積

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

デザイン研究科デザイン専攻 8 室

視聴覚資料 機械・器具

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任

事 務 職 員
       78   人        38   人

技 術 職 員

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

小 計 0㎡

3,896.58㎡

合 計 0㎡ 401,789.32㎡ 6,292.01㎡

378,154.22㎡ 2,395.43㎡

校 舎 敷 地

2



3 2 － 6

3 2 － 6

3 2 － 6

2 －

2 －

2 －

2 －

応用生物学部

　応用生物学科 4 2年次

3年次

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学部

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学科 4 2年次

3年次

メディア学部

　メディア学科 4 2年次

3年次

工学部

　機械工学科 4 学士（工学）

5

　電気電子工学科 4 学士（工学）

5

　応用化学科 4 学士（工学）

3

医療保健学部

　看護学科 4 －

　臨床工学科 4 －

　理学療法学科 4 －

　作業療法学科 4 －

　臨床検査学科 4 －

デザイン学部

　デザイン学科 4 －

平成15
年度

平成11
年度

平成27
年度

定　員
超過率

開設
年度

平成17
年度

平成17
年度

平成17
年度

同上

同上

同上

290

ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ専攻
　修士課程

ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻
　修士課程

0.50

0.66

1.03

0.57

0.60

ﾊﾞｲｵﾆｸｽ専攻
　修士課程

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻
　修士課程

大 学 の 名 称 　東京工科大学

学 部 等 の 名 称
編入学
定　員

収容
定員

年 人

480

1,063

1,258

1,255

学士（臨床検
査学）

修士（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｻｲｴﾝｽ）又は修
士（工学）

修士（ﾒﾃﾞｨｱｻｲ
ｴﾝｽ）又は修士
（工学）

修士（ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚ
ﾅｰ）

学士（臨床工
学）

学士（理学療
法学）

同上

同上

320

320

160

1.50

1.02

1.04 平成22
年度

平成22
年度

博士（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｻｲｴﾝｽ）又は博
士（工学）

学士（看護
学）

1.02

260

2年次100

15

9

1.07

40

415

329

415

1.11

1.05

12

17

12

2年次

学士(ﾒﾃﾞｨｱ学)

学士(ﾊﾞｲｵﾆｸｽ)

学士(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻ
ｲｴﾝｽ）

1.07

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻
　博士後期課程

平成17
年度

ﾊﾞｲｵﾆｸｽ専攻
　博士後期課程

所　在　地

博士（ﾊﾞｲｵﾆｸ
ｽ）又は博士
（工学）

学位又
は称号

ﾊﾞｲｵ・情報ﾒﾃﾞｨｱ 研究科

同上

平成17
年度

平成17
年度

平成17
年度

平成15
年度

平成22
年度

同上

同上

東京都大田区
西蒲田5丁目23番
22号

同上

平成26
年度

名   　称 ：　東京工科大学片柳研究所

目 　  的 ：　諸科学協調の立場から先端的研究を行い、社会の発展に寄与する。

附属施設の概要

設置年月：　平成１２年４月

規 模 等 ：　土地　八王子キャンパス敷地内、　建物　４４，７１７㎡（ただし、一般教室、応用
                生物学部及び工学部応用化学科の研究室・研究実験室を含む）

所 在 地 ：　東京都八王子市片倉町１４０４番地１号

学士（デザイ
ン）

1.04

1.00

修業
年限

ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻
　博士後期課程

800

290

学士（作業療
法学）

1.09

1.08

1.06

平成27
年度

平成27
年度

平成22
年度

1.08

0.99320

平成26年度より
入学定員増
80名→120名
（40名増）

同上

100

80

120

入学
定員

40

40

20

東京都八王子市
片倉町1404番地1
号

修士（ﾊﾞｲｵﾆｸ
ｽ）又は修士
（工学）

倍

平成27年度より入学定員減
480→300名
(180名減）

平成29年度より入学定員減
300→290名
(10名減）

同上

博士（ﾒﾃﾞｨｱｻｲ
ｴﾝｽ）又は博士
（工学）

年次
人

人

80

80

80

40

平成20年4月入学者から、バイ
オニクス学部バイオニクス学科
の名称を、応用生物学部応用生
物学科に変更した。

平成29年度より入学定員増
240→260名
(20名増）

平成27年度より入学定員減
400→300名
(100名減）

平成29年度より入学定員減
300→290名
(10名減）

15

同上

同上

同上

同上

同上

同上1.06

200

2年次

40

80

平成22
年度

80

80

既
設
大
学
等
の
状
況

3



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 ○ 4 2 4
オムニバス・
共同（一部）

1前 4 ○ 2 2 3 共同

ビジュアルクリエイションⅡ 1後 4 ○ 2 2 3 共同

インダストリークリエイションⅠ 1前 4 ○ 1 1 2 共同

インダストリークリエイションⅡ 1後 4 ○ 1 1 2 共同

コミュニティとデザイン 1後 2 ○ 2
オムニバス・
共同（一部）
※演習

デジタルデザインスキルⅠ 1前 2 ○ 1 1 共同

1後 2 ○ 1 1 共同

2前 2 ○ 1 ※演習

2前 2 ○ 1

－ 4 24 0 5 3 6 0 0 兼0 －

1前 2 ○ 5 3 6

1後 4 ○ 7 3 6

2前 4 ○ 7 3 6

2後 4 ○ 7 3 6

－ 14 0 0 7 3 6 0 0 兼0 －

－ 18 24 0 7 3 6 0 0 兼0 －

2年以上在学し、必修科目18単位、選択科目12単位以上（ビジュアルク
リエイションⅠ・Ⅱ又はインダストリークリエイションⅠ・Ⅱのどちら
を選択すること）の 計30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を
受けたうえ、本大学院の行う修士論文及び修士制作の審査及び最終試験
に合格すること。

小計（4科目）

１時限の授業時間 90分

修 了 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

－

１学期の授業期間 15週

－

合計（14科目） －

学位又は称号 修士（デザイン） 学位又は学科の分野 美術関係

研
究
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
科
目

デザイン研究企画

デザイン研究Ⅰ

デザイン研究Ⅱ

デザイン研究Ⅲ

専
門
科
目

デザイン特論

ビジュアルクリエイションⅠ

デジタルデザインスキルⅡ

サステイナブルデザイン

サウンドとデザイン

小計（10科目）

別記様式第２号（その２の１）

教 育 課 程 等 の 概 要

（デザイン研究科デザイン専攻　修士課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

1



1

授業科目の名称 講義等の内容 備考

最新の社会とデザインの動向や国際的な動向を踏まえ、視
覚デザイン、映像デザイン、空間デザイン、工業デザイン
の各分野についての専門性を深めつつ、社会にどのような
提案が可能かを考察しながら、その領域のデザインについ
て最新のスキルを用いての制作を進める上で必要となる知
見や理論、方法論を学修する。

（オムニバス方式/全15回）

（ １　池田政治／１回）
授業ガイダンス、大学院科目としての学修効果、授業方法
について説明を行う。
（ ２　伊藤丙雄／３回）
視覚デザイン分野における、主に「インフォメーションデ
ザイン」の分野に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ ５　酒百宏一／１回）
視覚デザイン分野における、主に「コミュニティデザイ
ン」に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ ７　本郷信二／２回）
空間デザインの分野における、「インテリアデザイン」に
関する知識と理解を深める講義を行う。
（ ８　伊藤英高／２回）
映像デザインの分野における、「映像メディアにおける知
覚と体験」に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ ９　末房志野／１回）
視覚デザイン分野の中から、主に「ビジュアルアイデン
ティティ」「イラストレーション」に関する知識と理解を
深める講義を行う。

オムニバス方式・
共同（一部）

（ 11　大西景太／１回）
映像デザインの分野における「映像と音響効果、空間演
出」との関連性に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ 12　加藤一葉／１回）
工業デザイン分野の中から主に「ユーザインタフェース」
の分野に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ 13　酒井正／２回）
工業デザイン分野の中から主に「プロダクトデザイン」の
分野に関する知識と理解を深める講義を行う。
（ 14　田村吾郎／１回）
空間デザインの分野における「空間演出の手法」、及び
「デザインディレクション」に関する知識と理解を深める
講義を行う。

ビジュアルクリエイションⅠ

視覚・映像デザイン領域に関連する、先進的な理論と技術
を駆使したビジュアルデザイン表現をベースに制作を行
う。視覚デザインの領域に加え、映像や音声を用いた、ビ
ジュアルコミュニケーションデザインの新たな可能性を創
作していく演習である。現代の多様なメディアを横断的に
捉え、人の生活や環境における機能を見据えたクリエイ
ティブなビジュアルデザインを学修する。

共同

ビジュアルクリエイションⅡ

「ビジュアルクリエイションⅠ」をさらに展開させ、視
覚・映像デザイン領域の表現に、国際的に評価の高い実
例、資料を活用しながら、現代社会における問題に目を向
け、具体的なビジュアルコミュニケーションの提案として
可能性を追究する。現代の多様なメディアを横断的に捉
え、問題解決につながるクリエイティブなビジュアルデザ
インを学修する。

共同

インダストリークリエイションⅠ

工業・空間デザイン領域に関連する、先進的な理論と技術
を駆使した工業デザイン、空間デザインに関するシミュ
レーション及びプランニングを行う。多岐にわたる関連領
域を横断的に捉え、工業・空間デザインの提案として新た
な可能性を創作していく演習である。現代の多様なメディ
アを横断的に捉え、人の生活や環境における機能を見据え
たクリエイティブなインダストリアルデザインを学修す
る。

共同

別記様式第２号（その３の１）

授 業 科 目 の 概 要

（デザイン研究科　デザイン専攻　修士課程）
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インダストリークリエイションⅡ

「インダストリークリエイションⅠ」をさらに展開させ、
工業・空間デザイン領域の表現に、国際的に評価の高い実
例、資料を活用しながら、現代社会における問題に目を向
け、具体的な工業・空間デザインの提案として可能性を追
究する。現代の多岐にわたる産業社会のニーズや多様な生
活環境に対する提案を、変革する先端技術も見据えて、問
題解決につながるクリエイティブなインダストリアルデザ
インを学修する。

共同

コミュニティとデザイン

デザインは何らかのコミュニティを場として展開される。
人が暮らすコミュニティでの多様性に対する問題やコミュ
ニティにおける資源の活用や生活の場としての機能といっ
た社会に根ざした視点から、それぞれのコミュニティの性
格に応じてどのようなデザイン提案ができるか、国内外の
様々な実践例を参考にフィールドワークを交えて実践的な
手法を学修する。

（オムニバス方式/全15回）

（ １　池田政治／2.5回）
コミュニティにおけるデザインについて、地域と環境、ま
ちづくりでのデザインの役割や効果について説明を行う。
（ ５　酒百宏一／12.5回）
コミュニティにおけるデザインについて、地域社会のなか
でのデザインの事例や可能性についての講義、大田区内で
のフィールドワークを通したデザインの演習を行う。

オムニバス方式・
共同（一部）

講義36時間
演習24時間

デジタルデザインスキルⅠ

情報化とコンピュータテクノロジーがめざましい発展と普
及を遂げてきた結果、デザイン分野においてもテクノロ
ジーとデザインが融合した表現とそれを実現するシステム
が日々開発されている。そうした先進的なテクノロジーに
適したデザインを行ない、実装できるデザインスキルを修
得するため、本授業では、プログラミングを用いて社会に
普及しているシステムの再現を行い、デザインとデジタル
スキルの両立を検討し学修する。

共同

デジタルデザインスキルⅡ

現在のITテクノロジーを用いたデザイン分野において、プ
ログラミングやプロトタイプエンジニアリングのテクノロ
ジーが身近になり、実際に手に取れる形、動くプロトタイ
プを見せるプレゼンテーションが主流となった。本授業で
は、テクノロジーとデザイン性を両立したプロトタイプを
制作し、今後のさまざまなデザイン分野でのプレゼンテー
ションに活かす能力を身につける。

共同

サステイナブルデザイン

持続可能なサステイナブル社会に向けて、大量消費社会に
おける循環型のデザインについてどのようにあるべきかを
講じる。近年社会的に推進されている「3R」（リデュー
ス：ゴミを減らす、リユース：繰り返し使う、リサイク
ル：再利用する）を念頭に置いた上で、様々な実例、取り
組みを調査、研究することと合わせ、素材や生産のシステ
ム、表現手法などの観点からデザイン提案を行い実践的に
学修する。

講義40時間
演習20時間

サウンドとデザイン

デザインの各分野において音楽や効果音等のサウンドのデ
ザインは必要不可欠なものである。音響系のエンジニアの
みならず、デザイナーやディレクターがサウンドデザイン
の知識や技術を身につけることにより、俯瞰的な視野を得
ることは表現や作品のディレクションに有効である。本授
業は、コンピュータテクノロジーを用いた基礎的な効果音
の制作作業を通して、音楽の基礎的な制作方法、ミキシン
グによるサウンドデザインのプロセスを実践し、新たなデ
ザインにつながる音響プログラミングによるシステムの構
築、インターフェイス等のデザインを行ない、実際に表現
に用いることを試みる。

専
門
科
目
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各デザイン領域における修士論文のベースとなる研究計画
書（研究企画レポート）を執筆するためのリサーチを行
い、デザインの発展的な研究企画を担当教員の指導のもと
策定する。また英文ドラフトの作成指導を、国際的な場で
発表経験のある教員と指導教員が連携して行う。

（ １　池田政治）
空間デザイン分野について、「地域環境・空間デザイン」
の領域での研究企画指導を行う。
（ ２　伊藤丙雄）
視覚デザインの分野について、主に「インフォグラフィッ
クス」と「ピクトグラム」に関して、事例を参照にしなが
ら研究テーマを策定、「インフォメーションデザイン」全
般の研究企画の指導を行う。
（ ５　酒百宏一）
視覚デザイン分野について、「地域におけるコミュニ
ティ」の問題をテーマとし、フィールドワークやワーク
ショップの手法を用いた新たな「地域デザイン」における
研究企画指導を行う。
（ ６　松村誠一郎）
デジタルデザイン分野について、サウンドとインタラク
ションをテーマとし、様々なデジタルメディアとの融合を
考察しながら、新たな「インタラクションデザイン」につ
いて研究企画指導を行う。また国際的な場で発表経験のあ
る教員として、英文ドラフトの作成指導も行う。
（ ７　本郷信二）
空間デザインの分野について、「インテリアデザイン」を
テーマとし、機能と素材の関連性を考察しながら家具デザ
インの提案について研究企画指導を行う。
（ ８　伊藤英高）
映像デザインの分野について、メディアアートをテーマと
し、「映像メディアにおける知覚と体験」を考察しなが
ら、新たな映像表現手法の探求について研究企画指導を行
う。
（ ９　末房志野）
視覚デザインの分野について、主に「ビジュアルアイデン
ティティ」に関わる「イラストレーション」表現の事例を
参照にしながら研究テーマを策定、「ビジュアルデザイ
ン」全般の研究企画の指導を行う。
（ 10　宮元三恵）
空間デザインの分野について、「空間設計」をテーマと
し、「都市や社会における知覚と体験」を考察しながら、
新たな空間表現手法の探求について研究企画指導を行う。
また国際的な場で発表経験のある教員として、英文ドラフ
トの作成指導も行う。
（ 11　大西景太）
映像デザインの分野について、「映像と音響効果、空間演
出」との関連性を考察しながら新たな「映像コンテンツ」
の提案について研究企画指導を行う。
（ 12　加藤一葉）
デジタルデザイン分野について、主に「ユーザインタ
フェース」の使用環境から、事例を参照に研究テーマを策
定、「デジタルデザイン」全般の研究企画の指導を行う。

（ 13　酒井正）
工業デザインの分野について、「プロダクトの提案」を
テーマとし、「動態的機能」や「素材の組み合わせ」を考
察しながら新しいプロダクトの提案について研究企画指導
を行う。
（ 14　田村吾郎）
空間デザインの分野について、「空間演出」をテーマと
し、プロジェクションマッピングや映像コンテンツの活用
を考察しながら、空間演出の手法について研究企画指導を
行う。
（ 15　中島健太）
映像デザインの分野について、「デジタルアニメーショ
ン」制作に関する事例を参照にしながらテーマを策定、
「アニメーションによるモーショングラフィック」全般の
ための研究企画の指導を行う。
（ 16　深澤健作）
映像デザインの分野について、「描画表現の可能性」を
テーマとし、映像や空間などのメディアコンテンツとの融
合を考察しながら、新たな「視覚表現手法」について研究
企画指導を行う。
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デザイン研究企画
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「デザイン研究企画」で策定した研究企画レポートにもと
づき、総合的なデザイン制作、提案を目指す。また、より
研究の内容を具体的にするために制作と並行しながら修士
論文の執筆を開始する。研究を通じ各デザイン領域の世界
的なデザインの事例を参考に、表現や技法の検証を重ね、
分野にかたよらない幅広い知見や考察によって、研究テー
マにかかわる思考を深める。指導教員と論文指導担当教員
と国際的な場で発表経験のある教員も研究内容について連
携する。

（ １　池田政治）
空間デザイン分野について、「地域環境・空間」の領域で
の問題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ ２　伊藤丙雄）
視覚デザイン分野の視点から、「インフォメーションデザ
イン」「ピクトグラム」の領域における手法を用いて、問
題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ ３　暮沢剛巳）
デザイン史の分野について、様々な研究テーマにおける
「デザイン史、デザイン事例」からの研究指導及び文章表
現、論文指導を行う。
（ ４　黒川修一）
美術史の分野について、様々な研究テーマにおける「美
学・美術史」からの研究指導及び文章表現、論文指導を行
う。
（ ５　酒百宏一）
視覚デザイン分野について、「地域デザイン」をテーマと
し、フィールドワークやワークショップの手法を用いて、
問題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ ６　松村誠一郎）
デジタルデザイン分野について、「サウンドとインタラク
ション」をテーマとし、様々なデジタルメディアとの融合
を考察しながら、問題を解決に導く課題の研究指導を行
う。また国際的な場で発表経験のある教員として、英語で
発表するための指導も行う。
（ ７　本郷信二）
空間デザインの分野について、「インテリアデザイン」を
テーマとし、調査、分析などの手法を用いて、問題を解決
に導く課題の研究指導を行う。
（ ８　伊藤英高）
映像デザインの分野について、「メディアアート」をテー
マとし、「映像メディアにおける知覚と体験」を考察しな
がら、問題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ ９　末房志野）
視覚デザインの分野について、主に「ビジュアルアイデン
ティティ」「イラストレーション」に関して研究の実践と
テーマの指導を行い、クリエイティブな表現をもとにし
た、問題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ 10　宮元三恵）
空間デザインの分野について、「空間設計」をテーマと
し、フィールドワークによる調査、分析などの手法を用い
て、問題を解決に導く課題の研究指導を行う。また国際的
な場で発表経験のある教員として、英語で発表するための
指導も行う。
（ 11　大西景太）
映像デザインの分野について、「映像と音響効果、空間演
出」との関連性を考察しながら問題を解決に導く課題の研
究指導を行う。
（ 12　加藤一葉）
デジタルデザイン分野について、主に「ユーザインタ
フェース」における問題の抽出と、クリエイティブな表現
をもとにした、問題を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ 13　酒井正）
工業デザインの分野について、「プロダクトの提案」を
テーマとし、調査、分析などの手法を用いて、問題を解決
に導く課題の研究指導を行う。
（ 14　田村吾郎）
空間デザインの分野において、「空間演出」をテーマと
し、デジタルメディアによる空間表現手法を用いて、問題
を解決に導く課題の研究指導を行う。
（ 15　中島健太）
映像デザインの分野について、「デジタルアニメーショ
ン」に関する制作プロセスを参照に、「アニメーションに
よるモーショングラフィック」などのクリエイティブな表
現をもとにした、問題を解決に導く課題の研究指導を行
う。
（ 16　深澤健作）
映像デザインの分野について、「描画表現の可能性」を
テーマとし、映像や空間などのメディアコンテンツとの融
合を考察しながら、問題を解決に導く課題の研究指導を行
う。

デザイン研究Ⅰ
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「デザイン研究Ⅰ」を踏まえて、幅広い視点と様々な表現
手法を駆使して、さらに研究を進める。表現においては実
践的に先端技術を取り入れ、表現や技法の実証を重ね、客
観性のある独自のテーマとして相応しいレベルまで高め、
問題解決にあたる発想とクリエイティブな表現によって実
現可能なものとして展開する。また研究を体系的に、かつ
理論として深め、内容を英語で発表するために論文指導担
当教員と国際的な場で発表経験のある教員も連携する。

（ １　池田政治）
空間デザイン分野について、「地域環境・空間」の領域で
の問題を体系的な研究テーマの制作指導を行う。
（ ２　伊藤丙雄）
視覚デザイン分野の視点から、「インフォメーションデザ
イン」「ピクトグラム」の領域における手法を駆使し、ク
リエイティブな表現をもとにした、体系的な研究テーマの
制作指導を行う。
（ ３　暮沢剛巳）
デザイン史の分野について、様々な研究テーマにおける
「デザイン史、デザイン事例」からの研究指導及び文章表
現、論文指導を行う。
（ ４　黒川修一）
美術史の分野について、様々な研究テーマにおける「美
学・美術史」からの研究指導及び文章表現、論文指導を行
う。
（ ５　酒百宏一）
視覚デザイン分野について、「地域におけるコミュニ
ティ」の問題をテーマとし、フィールドワークやワーク
ショップの手法を用いたクリエイティブな発想をもとに、
体系的な研究テーマの制作指導を行う。
（ ６　松村誠一郎）
デジタルデザイン分野について、サウンドとインタラク
ションをテーマとし、様々なデジタルメディアとの融合を
考察しながら、クリエイティブな発想をもとに、体系的な
研究テーマの制作指導を行う。また国際的な場で発表経験
のある教員として、英語で発表するための指導も行う。
（ ７　本郷信二）
空間デザインの分野について、「インテリアデザインの提
案」をテーマとし、素材や機能等を考察しながら研究の実
践を行い、体系的な研究テーマの指導を行う。
（ ８　伊藤英高）
映像デザインの分野について、メディアアートをテーマと
し、映像メディアにおける知覚と体験を考察しながら、ク
リエイティブな発想をもとに、体系的な研究テーマの制作
指導を行う。
（ ９　末房志野）
視覚デザインの分野について、主に「ビジュアルアイデン
ティティ」「イラストレーション」に関して研究の実践と
テーマの指導を行い、クリエイティブな表現をもとにし
た、体系的な研究テーマの制作指導を行う。
（ 10　宮元三恵）
空間デザインの分野について、「空間設計と知覚の関係」
をテーマに様々な空間表現の手法を用いて研究の実践を行
い、体系的な研究テーマの指導を行う。また国際的な場で
発表経験のある教員として、英語で発表するための指導も
行う。
（ 11　大西景太）
映像デザインの分野について、映像と音響効果、空間演出
との関連性を考察しながらクリエイティブな発想をもと
に、体系的な研究テーマの制作指導を行う。
（ 12　加藤一葉）
デジタルデザイン分野について、主に「ユーザインタ
フェース」における問題の抽出と、クリエイティブな表現
をもとにした、体系的な研究テーマの制作指導を行う。
（ 13　酒井正）
工業デザインの分野について、「プロダクトデザインの提
案」をテーマとし、3Dソフトやモックアップによる手法を
用いて、研究の実践を行い、体系的な研究テーマの指導を
行う。
（ 14　田村吾郎）
空間デザインの分野について、「空間演出の可能性」を
テーマとし、プロジェクションマッピングなど演出の手法
を用いて、研究の実践を行い、体系的な研究テーマの指導
を行う。
（ 15　中島健太）
映像デザインの分野について、「デジタルアニメーショ
ン」に関する制作プロセスを参照に、「アニメーションに
よるモーショングラフィック」などのクリエイティブな表
現をもとにした、体系的な研究テーマの制作指導を行う。

（ 16　深澤健作）
映像デザインの分野について、描画表現の可能性をテーマ
とし、映像や空間などのメディアコンテンツとの融合を考
察しながら、クリエイティブな発想をもとに、体系的な研
究テーマの制作指導を行う。
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これまでのデザイン研究を具体的な成果物として総合的な
観点から研究制作・論文作成を進める。指導教員と論文指
導教員と国際的な場で発表経験のある教員の連携のもと各
デザイン分野において先進性のあるデジタルデザインスキ
ルを活用しながら、優れた問題解決に繋がる成果物とし
て、英語も用い研究が広く国際社会に還元できるものとし
て仕上げる。

（ １　池田政治）
空間デザイン分野について、「地域環境・空間」の領域で
の問題解決へ繫がる成果物として相応しい、研究制作の指
導を行う。
（ ２　伊藤丙雄）
視覚デザイン分野について、主に「インフォメーショング
ラフィック」「ピクトグラム」の手法を用いた視覚デザイ
ンの問題解決へ繫がる成果物として相応しい、研究制作の
指導を行う。
（ ３　暮沢剛巳）
デザイン史の分野について、様々な研究テーマにおける
「デザイン史、デザイン事例」からの研究指導及び文章表
現、論文指導を行う。
（ ４　黒川修一）
美術史の分野について、様々な研究テーマにおける「美
学・美術史」からの研究指導及び文章表現、論文指導を行
う。

（ ５　酒百宏一）
視覚デザイン分野について、「地域におけるコミュニ
ティ」の問題をテーマとし、フィールドワークやワーク
ショップの手法を用いた新たな地域デザインによる問題解
決へ繋がる成果物として相応しい研究制作の指導を行う。
（ ６　松村誠一郎）
デジタルデザイン分野について、「サウンドとインタラク
ション」をテーマとし、様々なデジタルメディアとの融合
を考察しながら、「インタラクションデザイン」の問題解
決に繋がる成果物として相応しい研究制作の指導を行う。
また国際的な場で発表経験のある教員として、英語で発表
するための指導も行う。
（ ７　本郷信二）
空間デザインの分野について、「新しいインテリアデザイ
ンの提案」をテーマに、インテリアや家具などの提案を行
い、問題解決に繋がる成果物として相応しい研究制作の指
導を行う。
（ ８　伊藤英高）
映像デザインの分野について、「メディアアート」をテー
マとし、「映像メディアにおける知覚と体験」を考察しな
がら、新たな映像表現手法による問題解決に繋がる成果物
として相応しい研究制作の指導を行う。
（ ９　末房志野）
視覚デザインの分野について、主に「ビジュアルデザイ
ン」の領域における、「イラストレーション」、「エディ
トリアル」の手法を用いた視覚デザインの問題解決へ繫が
る成果物として相応しい、研究制作の指導を行う。
（ 10　宮元三恵）
空間デザインの分野について、「都市における空間設計」
をテーマとし、フィールドワークや調査、分析を踏まえて
提案を行い、問題解決に繋がる成果物として相応しい研究
制作の指導を行う。また国際的な場で発表経験のある教員
として、英語で発表するための指導も行う。
（ 11　大西景太）
映像デザインの分野について、映像と音響効果、空間演出
との関連性を考察しながらクリエイティブな発想をもと
に、「映像コンテンツ」による問題解決に繋がる成果物と
して相応しい研究制作の指導を行う。
（ 12　加藤一葉）
デジタルデザイン分野について、主にユーザインタフェー
スを含むユーザビリティの手法を用いたデジタルデザイン
の問題解決へ繫がる成果物として相応しい、研究制作の指
導を行う。
（ 13　酒井正）
工業デザインの分野について、「新しいプロダクトの提
案」をテーマとし、社会的ニーズや、調査と分析を踏ま
え、提案を行い、問題解決に繋がる成果物として相応しい
研究制作の指導を行う。
（ 14　田村吾郎）
空間デザインの分野について、「新しい空間演出の提案」
をテーマに、映像コンテンツやデジタルメディアを盛り込
んだ空間提案を行い、問題解決に繋がる成果物として相応
しい研究制作の指導を行う。

研
究
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
科
目

デザイン研究Ⅲ



7

デザイン研究Ⅲ

（ 15　中島健太）
映像デザインの分野について、アニメーション、インフォ
メーションの手法を用いた映像デザインの問題解決へ繫が
る成果物として相応しい、研究制作の指導を行う。
（ 16　深澤健作）
映像デザインの分野について、描画表現の可能性をテーマ
とし、映像や空間などのメディアコンテンツとの融合を考
察しながら、新たな視覚表現による問題解決に繋がる成果
物として相応しい研究制作の指導を行う。
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平成30年度　　　　
入学
定員

収容
定員

平成31年度　　　　
入学
定員

収容
定員

変更の事由

東京工科大学 東京工科大学

　応用生物学部 2年次 　応用生物学部 2年次

　　応用生物学科 260 15 1,103 　　応用生物学科 260 15 1,103
3年次 3年次

9 9

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学部　 2年次 　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学部　 2年次

　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学科　 290 18 1,238 　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学科　 290 18 1,238
3年次 3年次

12 12

　メディア学部　 2年次 　メディア学部　 2年次

　　メディア学科 290 17 1,235 　　メディア学科 290 17 1,235
3年次 3年次

12 12

　工学部 　工学部
2年次 2年次

　　機械工学科 100 5 415 　　機械工学科 100 5 415

2年次 2年次

　　電気電子工学科　　　　　 100 5 415 　　電気電子工学科　　　　　 100 5 415

2年次 2年次

　　応用化学科 80 3 329 　　応用化学科 80 3 329

　医療保健学部 　医療保健学部
　　看護学科 120 ― 480 　　看護学科 120 ― 480
　　臨床工学科 80 ― 320 　　臨床工学科 80 ― 320
　　理学療法学科 80 ― 320 　　理学療法学科 80 ― 320
　　作業療法学科 40 ― 160 　　作業療法学科 40 ― 160
　　臨床検査学科 80 ― 320 　　臨床検査学科 80 ― 320

　デザイン学部 　デザイン学部
　　デザイン学科 200 ― 800 　　デザイン学科 200 ― 800

2年次 2年次

計 1,720 63 7,135 計 1,720 63 7,135
3年次 3年次

33 33

東京工科大学大学院 東京工科大学大学院

　バイオ･情報メディア研究科 　バイオ･情報メディア研究科 

　　　バイオニクス専攻（Ｍ） 40 ― 80 　　　バイオニクス専攻（Ｍ） 40 ― 80

　　　バイオニクス専攻（Ｄ） 2 ― 6 　　　バイオニクス専攻（Ｄ） 2 ― 6

　　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻（Ｍ） 40 ― 80 　　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻（Ｍ） 30 ― 60 定員変更（△10)

　　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻（Ｄ） 2 ― 6 　　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻（Ｄ） 2 ― 6

　　　ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻（Ｍ） 40 ― 80 　　　ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻（Ｍ） 30 ― 60 定員変更（△10)

　　　ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻（Ｄ） 2 ― 6 　　　ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻（Ｄ） 2 ― 6

　　　ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ専攻（Ｍ） 20 ― 40 　　　ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ専攻（Ｍ） 10 ― 20 定員変更（△10)

計 146 298

　工学研究科 研究科の設置(届出)

　　　ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ工学専攻（Ｍ） 30 ― 60

　　　ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ工学専攻（Ｄ） 3 ― 9

　デザイン研究科 研究科の設置（認可申請）

　　　デザイン専攻（Ｍ） 10 20

計 159 327

学校法人 片柳学園　設置認可等に関わる組織の移行表

編入学
定　 員

編入学
定　 員
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日本工学院専門学校 日本工学院専門学校

　工業専門課程 　工業専門課程
　　診療情報管理士科（一年制） 40 40 平成31年4月新設予定

　　情報処理科（二年制） 160 ― 320 　　情報処理科（二年制） 160 ― 320
　　医療事務科（二年制） 40 ― 80 0 ― 0 平成31年4月学生募集停止

　　情報ビジネス科（二年制） 40 ― 80 　　情報ビジネス科（二年制） 40 ― 80
　　ゲームクリエイター科（二年制） 120 ― 240 　　ゲームクリエイター科（二年制） 120 ― 240
　　電子・電気科（二年制） 120 ― 240 　　電子・電気科（二年制） 120 ― 240
　　パソコン･ネットワーク科（二年制） 40 ― 80 　　パソコン･ネットワーク科（二年制） 40 ― 80
　　環境・バイオ科（二年制） 40 ― 80 　　環境・バイオ科（二年制） 40 ― 80
　　建築設計科（二年制） 80 ― 160 　　建築設計科（二年制） 80 ― 160
　　機械設計科（二年制） 40 ― 80 　　機械設計科（二年制） 40 ― 80
　　Webクリエイター科（三年制） 40 ― 120 　　Webクリエイター科（三年制） 40 ― 120
　　ＣＧ映像科（三年制） 80 ― 240 　　ＣＧ映像科（三年制） 80 ― 240
　　インテリアデザイン科（三年制） 40 ― 120 　　インテリアデザイン科（三年制） 40 ― 120
　　プロダクトデザイン科（三年制） 40 ― 120 　　プロダクトデザイン科（三年制） 40 ― 120
　　ＩＴスペシャリスト科（四年制） 80 ― 320 　　ＩＴスペシャリスト科（四年制） 80 ― 320
　　ゲームクリエイター科四年制（四年制） 120 ― 480 　　ゲームクリエイター科四年制（四年制） 120 ― 480
　　建築学科（四年制） 40 ― 160 　　建築学科（四年制） 40 ― 160
　芸術専門課程 　芸術専門課程
　　声優・演劇科（二年制） 120 ― 240 　　声優・演劇科（二年制） 120 ― 240
　　放送芸術科（二年制） 120 ― 240 　　放送芸術科（二年制） 120 ― 240
　　演劇スタッフ科（二年制） 80 ― 160 　　演劇スタッフ科（二年制） 80 ― 160
　　コンサート・イベント科（二年制） 320 ― 640 　　コンサート・イベント科（二年制） 320 ― 640
　　音響芸術科（二年制） 120 ― 240 　　音響芸術科（二年制） 120 ― 240
　　ミュージックアーティスト科（二年制） 80 ― 160 　　ミュージックアーティスト科（二年制） 80 ― 160
　　マンガ・アニメーション科（二年制） 200 ― 400 　　マンガ・アニメーション科（二年制） 200 ― 400
　　ダンスパフォーマンス科（二年制） 80 ― 160 　　ダンスパフォーマンス科（二年制） 80 ― 160
　　グラフィックデザイン科（三年制） 40 ― 120 　　グラフィックデザイン科（三年制） 40 ― 120
　　マンガ・アニメーション科四年制（四年制） 40 ― 160 　　マンガ・アニメーション科四年制（四年制） 40 ― 160
　医療専門課程 　医療専門課程
　　臨床工学専攻科一年制（一年制） 80 ― 80 0 ― 0 平成31年4月学生募集停止

計 2,400 5,520 計 2,320 5,400

日本工学院北海道専門学校 日本工学院北海道専門学校

　工業専門課程 　工業専門課程
　　情報処理科（二年制） 80 ― 160 　　情報処理科（二年制） 80 ― 160
　　自動車整備科（二年制） 80 ― 160 　　自動車整備科（二年制） 80 ― 160
　　電気工学科（二年制） 50 ― 100 　　電気工学科（二年制） 50 ― 100
　　建築学科（二年制） 50 ― 100 　　建築学科（二年制） 50 ― 100
　文化・教養専門課程 　文化・教養専門課程
　　公務員学科（一年制） 60 ― 60 　　公務員学科（一年制） 60 ― 60
　　ゲームクリエイター科（二年制） 40 ― 80 0 ― 0 平成31年4月学生募集停止

　　ＣＧデザイナー科（二年制） 40 ― 80 　　ＣＧデザイナー科（二年制） 40 ― 80
　　公務員学科（二年制） 50 ― 100 　　公務員学科（二年制） 50 ― 100
　医療専門課程 　医療専門課程
　　医療秘書科（二年制） 40 ― 80 　　医療秘書科（二年制） 40 ― 80
　　柔道整復科（三年制） 30 ― 90 0 ― 0 平成31年4月学生募集停止

　商業実務専門課程 ― 　商業実務専門課程 ―
　　ビジネス学科（二年制） 40 ― 80 　　ビジネス学科（二年制） 40 ― 80

計 560 1,090 計 490 920

日本工学院八王子専門学校 日本工学院八王子専門学校

工科技術専門課程 工科技術専門課程
　自動車整備科（二年制） 100 ― 200 　自動車整備科（二年制） 100 ― 200
　建築設計科（二年制） 120 ― 240 　建築設計科（二年制） 120 ― 240
　ロボット科（二年制） 40 ― 80 　ロボット科（二年制） 40 ― 80
　応用生物学科（二年制） 40 ― 80 　応用生物学科（二年制） 40 ― 80
　機械設計科（二年制） 40 ― 80 　機械設計科（二年制） 40 ― 80
　電子・電気科（二年制） 120 ― 240 　電子・電気科（二年制） 120 ― 240
　土木・造園科（二年制） 40 ― 80 　土木・造園科（二年制） 40 ― 80
　インテリアデザイン科（三年制） 40 ― 120 　インテリアデザイン科（三年制） 40 ― 120
　プロダクトデザイン科（三年制） 40 ― 120 　プロダクトデザイン科（三年制） 40 ― 120
　一級自動車整備科（四年制） 50 ― 200 　一級自動車整備科（四年制） 25 ― 100 定員変更（△25）
　建築学科（四年制） 40 ― 160 　建築学科（四年制） 80 ― 320 定員変更（40）
情報科学専門課程 情報科学専門課程

　診療情報管理士専攻科（一年制） 40 40 平成31年4月新設予定

　ゲームクリエイター科（二年制） 80 ― 160 　ゲームクリエイター科（二年制） 80 ― 160
　情報処理科（二年制） 120 ― 240 　情報処理科（二年制） 160 ― 320 定員変更（40）
　情報ビジネス科（二年制） 40 ― 80 　情報ビジネス科（二年制） 40 ― 80
　パソコン･ネットワーク科（二年制） 40 ― 80 　パソコン･ネットワーク科（二年制） 40 ― 80
　医療事務科（二年制） 40 ― 80 　医療事務科（二年制） 40 ― 80
　ＣＧ映像科（三年制） 80 ― 240 　ＣＧ映像科（三年制） 80 ― 240
　Webクリエイター科（三年制） 40 ― 120 　Webクリエイター科（三年制） 40 ― 120
　ゲームクリエイター科四年制（四年制） 80 ― 320 　ゲームクリエイター科四年制（四年制） 80 ― 320
　ＩＴスペシャリスト科（四年制） 40 ― 160 　ＩＴスペシャリスト科（四年制） 40 ― 160
芸術専門課程 芸術専門課程
　マンガ・アニメーション科（二年制） 120 ― 240 　マンガ・アニメーション科（二年制） 120 ― 240
　放送芸術科（二年制） 80 ― 160 　放送芸術科（二年制） 80 ― 160
　声優・演劇科（二年制） 80 ― 160 　声優・演劇科（二年制） 80 ― 160
　コンサート・イベント科（二年制） 120 ― 240 　コンサート・イベント科（二年制） 120 ― 240
　音響芸術科（二年制） 40 ― 80 　音響芸術科（二年制） 40 ― 80
　ミュージックアーティスト科（二年制） 80 ― 160 　ミュージックアーティスト科（二年制） 80 ― 160
　スポーツ健康学科（二年制） 120 ― 240 　スポーツ健康学科（二年制） 80 ― 160 定員変更（△40）
　スポーツトレーナー科（二年制） 40 ― 80 　スポーツトレーナー科（二年制） 40 ― 80
　スポーツトレーナー科三年制（三年制） 40 ― 120 　スポーツトレーナー科三年制（三年制） 40 ― 120
　スポーツ健康学科三年制（三年制） 40 ― 120 　スポーツ健康学科三年制（三年制） 40 ― 120
　グラフィックデザイン科（三年制） 40 ― 120 　グラフィックデザイン科（三年制） 40 ― 120
　マンガ・アニメーション科四年制（四年制） 40 ― 160 　マンガ・アニメーション科四年制（四年制） 40 ― 160
医療専門課程 医療専門課程
　鍼灸科（三年制） 60 ― 180 　鍼灸科（三年制） 30 ― 90 定員変更（△30）
　柔道整復科（三年制） 60 ― 180 　柔道整復科（三年制） 60 ― 180
教育・社会福祉専門課程 教育・社会福祉専門課程
　こども学科（二年制） 80 ― 160 　こども学科（二年制） 80 ― 160

計 2,270 5,480 計 2,295 5,490
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「空間デザイン系を卒業した学生で、デジタルテクノロジーの活用により専門性の高いデザイ

ン提案を研究する場合」 

 

学生の背景 空間デザイン系の学部出身者 

研究テーマ 公共空間におけるデザインについての先進的シミュレーション研究 

修学目的 将来の公共空間において空間デザインの役割、貢献を独創的な発想と

具体的なデザイン提案を行うこと 

科目区分 履修科目 区分 履修時期 単位 

専門科目 

（18単位） 

インダストリークリエイションⅠ 

デザイン特論 

デジタルデザインスキルⅠ 

インダストリークリエイションⅡ 

コミュニティとデザイン 

デジタルデザインスキルⅡ 

サウンドとデザイン 

選必 

必修 

必修 

選必 

選択 

選択 

選択 

１前 

１前 

１前 

１後 

１後 

１後 

２前 

４ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

研究プロジェクト

科目 

（14単位） 

デザイン研究企画 

デザイン研究Ⅰ 

デザイン研究Ⅱ 

デザイン研究Ⅲ 

必修 

必修 

必修 

必修 

１前 

１後 

２前 

２後 

２ 

４ 

４ 

４ 

合計 32 単位  

 

 

資料１０ 
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資料１１ 

   

 

東京工科大学大学院学位規程（案） 

 

 （趣 旨） 

 第１条    この規程は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号）に基づき、東京工科

大学が東京工科大学大学院（以下「本学大学院」という。）において授与する学

位について、本学大学院学則に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

 （学位及び専攻分野の名称） 

 第２条    本学大学院において授与する学位は、修士及び博士とする。 

   ２．  学位を授与するに当たっては、次表に定めるところにより、専攻分野の名

称を付記するものとする。 

     

学位 研究科 専攻 専攻分野の名称 

修士 

ﾊﾞｲｵ・情報 

ﾒﾃﾞｨｱ研究科 

ﾊﾞｲｵﾆｸｽ専攻 ﾊﾞｲｵﾆｸｽ又は工学 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ又は工学 

ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻 ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ又は工学 

ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅ-専攻 ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ 

工学研究科 ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ工学専攻 工学 

ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科 ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

博士 

ﾊﾞｲｵ・情報 

ﾒﾃﾞｨｱ研究科 

ﾊﾞｲｵﾆｸｽ専攻 ﾊﾞｲｵﾆｸｽ又は工学 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ又は工学 

ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻 ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ又は工学 

工学研究科 ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ工学専攻 工学 

 

 （学位授与の要件） 

第３条  修士の学位は、本学大学院学則第３３条の定めにより、本学大学院修士又

は博士前期課程を修了した者に授与する。 

２．  博士の学位は、本学大学院学則第３３条の２の定めにより、博士後期課程

を修了した者に授与する。 

３．  前項に規定する者のほか、本学大学院学則第３７条第２項により、本学に

学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、人物学力ともに本学大学院の

博士後期課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認された者に

対し授与することができる。 

 

 （学位論文等の提出） 

 第４条    修士の学位の授与を申請する者は、所定の期日までに修士論文１編に論文

要旨を添えて研究科委員会に提出するものとする。なお、デザインの学位の

授与を申請する者は修士制作 1 を提出するものとする。 

２．  本学大学院の博士後期課程に在学する者が、博士の学位の授与を申請する

ときは、学位申請書、論文目録、論文の要旨及び履歴書を添えて、論文を研

究科委員会に提出するものとする。 
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３．  本学大学院の博士後期課程を経ない者が、博士の学位の授与を申請すると

きは、学位申請書、論文目録、論文の要旨及び履歴書を添え、学位に付記す

る専攻分野の名称を指定して論文を学長に提出するものとする。 

   

４．  本学大学院の博士後期課程に３年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、

必要な研究指導を受けて退学した者が、博士の学位の授与を申請するときも、 

前項の規定による。 

 

５．  学長は、本条第３項並びに第４項の規定による学位論文の提出があったと

きは、研究科委員会の議を経て、受理すべきか否かを決定するものとする。

学位論文を受理したときは、学位の授与を申請する者にその旨を通知し、別

に定める論文審査手数料を納付させるものとする。 

  

（修士作品） 

 第５条  前条第１項のうち、デザインの学位の授与を申請する者は、修士作品 

     を提出するものとする。 

   ２．修士作品に関し必要な事項はデザイン研究科において定める。 

 

 （論文等及び審査料の不還付） 

 第６条    受理した論文等及び論文審査手数料は、還付しない。 

 

 （審査の付託） 

第７条    第４条第３項及び第４項の規定により、学位論文が受理されたときは、学

長が研究科委員会にその論文の審査を付託する。 

 

 （審査委員） 

第８条    各研究科委員会は、本学大学院学則第３４条の定めにより、審査委員を選

任する。 

 

 （論文の審査、最終試験及び学力の確認） 

第９条    審査委員は、論文の審査及び最終試験を行う。 

   ２．  第４条第１項による審査は、論文発表（デザインの学位の授与を申請にし

た者ついては作品発表も含む）における質疑応答の内容及び学術雑誌への発

表内容等の判定をもってこれに替えることができる。ただし、特に必要と認

めるときは、筆記試験又は口述試験を行うものとする。 

   ３．  第４条第２項及び第３項ならびに第４項による審査の場合は、論文を中心

として、これに関連のある科目及び英語について筆答による学力の確認を行

う。 

   ４．  博士の学位については申請受理後１年以内に、修士の学位については提出

者の在学期間中に、それぞれ論文の審査及び最終試験を終了するものとする。 

 

（審査報告） 

第１０条    審査委員は、論文の審査及び最終試験が終了したときは、直ちに審査の要

旨、最終試験の成績及び学位授与の可否についての意見を研究科委員会に対

して、文書で報告しなければならない。 
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（学位授与の審議） 

第１１条    各研究科委員会は、前条の報告に基づいて審議し、学位授与の可否につい

て議決する。 

 

（学位の授与） 

第１２条    学長は、前条の議決に基づき、学位を授与すべき者には学位記を交付して

学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知する。 

 

（論文要旨等の公表） 

第１３条    本学において博士の学位を授与したとき、学長は、当該博士の学位を授与

した日から３月以内に、その論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を

インターネットの利用により公表するものとする。 

（学位論文の公表） 

第１４条    博士の学位の授与を受けた者は、当該博士の学位の授与を受けた日から１

年以内に当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。た

だし、学位の授与を受ける前にすでに公表したときはこの限りでない。 

 

２．  前項の規定にかかわらず、博士の学位の授与を受けた者は、やむを得ない

事由がある場合には、学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論

文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。 

３．  博士の学位の授与を受けた者が行う前二項の規定による公表は、当該博士

の学位を授与した大学の協力を得て、インターネットの利用により行うもの

とする。 

 

（学位名称の使用） 

第１５条    学位を授与された者が学位の名称を用いるときは、「東京工科大学」の文

字を付記するものとする。 

 

（学位記の様式） 

第１６条    学位記の様式は、別紙様式のとおりとする。 

 

（学位の取消し） 

第１７条    学位を授与された者が、不正の方法により学位を受けた事実が判明したと

きは、学長は各研究科委員会の議を経てその学位を取消し、学位記を返還さ

せ、かつ、公表する。 

２．  学位を授与された者が、その名誉を汚したときは、前項に準じて学位を取

消すことができる。 

 

（学位記の再交付） 

第１８条    やむを得ない事情により、学位記の再交付を受けようとする者は、別に定

める手数料を添えて学長に願い出なければならない。 

 

（学位授与の報告） 

第１９条    本学において博士の学位を授与したときは、学長は当該博士の学位を授与

した日から３ヶ月以内に所定の様式により、文部科学大臣に報告するものと

する。 
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（改 廃） 

第２０条    この規程の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が定める。 

   附    則 

  １．  この規程は、平成６年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成９年１０月１日から施行する。 

   １．  この改正規程は、平成１３年１月６日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成１８年３月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成２５年４月１日から施行する。   

１．  この改正規程は、平成３１年４月１日から施行する。                



 資料１２ 

  

  

 

 

修了研究の指導及び研究成果の審査について 

修士論文審査基準 審査内容 

１ 学問的価値・有用性 研究テーマが適切か 

研究結果の予測が適切か 

２ 文献検討の適切性 今までの研究に関する文献や資料が適切

に収集、活用できているか 

３ 研究デザイン・方法の適切性 研究内容に適した方法がとられているか 

４ 倫理性の確保 研究倫理申請等の手続きを行っているか 

倫理的配慮が十分になされているか 

５ データ収集・分析・解釈の妥当性 研究計画に基づいているか 

データ収集・処理・分析は適切か 

６ 制作の形式・表現及び論文の構成と 

形式・表現の適切性 

制作と論文の形式が適切か 

制作の目的と論文の論旨が明確か 

考察は適切か 

独創的な点が認められるか 

７ 研究発表と質疑応答の適切性 研究内容に関して適切にプレゼンテーシ

ョンができたか 



 

 

 

 

 

研究の倫理審査体制に関する規程一覧 

 

 

東京工科大学行動規範  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

東京工科大学における公的研究費の使用に関する行動規範  ・・・・・・・・・・・・  2 

東京工科大学における研究費の不正使用及び研究活動に係わる 

不正行為の防止に関する規程 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

東京工科大学における公的研究費の不正使用防止に関する基本方針 ・・・・・ 16 

東京工科大学倫理委員会規程  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  17 

東京工科大学動物実験実施規程  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

東京工科大学遺伝子組換え実験実施規程  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

東京工科大学病原体等の使用及び管理に関する規程 ・・・・・・・・・・・・ 31 

 

 

 

資料１３ 



 

 1 

東京工科大学行動規範 

 

 私たち東京工科大学の教職員は、片柳学園の職務関連規則に従って職務に専念し、高等教

育を担う機関として社会的使命とその責任を深く自覚するとともに、法令の遵守はもとよ

り、より高い倫理観をもち、公正かつ誠実にその職務を遂行するよう努めます。また、東京

工科大学の基本理念とこの実現のために次の行動規範を定めこれを遵守します。 

 

(1)私たちは、学生の個性を尊重し、実学主義を機軸にした教育を実施するために快適な 

学修環境と設備を提供し、学生が安全かつ充実したキャンパスライフを送ることができ

るよう支援します。 

 

(2)私たちは、大学における教育・研究が、学生の成長への総合的な支援となることを自覚

し、地域社会との連携と交流を積極的に推進します。 

  

(3)私たちは、大学における教育とその研究成果を、ひろく社会に還元することにより、 

地域・国際社会の一員として貢献するよう努めます。 

  

(4)私たちは、片柳学園の諸規程等を遵守するとともに、業務の遂行にあたり知り得たこと

について、守秘義務を厳正に遵守します。 

 

(5)私たちは、強い意志を持ってすべてのハラスメントを排除し、教職員と学生との平和なキ

ャンパス環境づくりに努めます。 

 

(6)私たちは、自然の保持と地球環境の維持・保全が私達に豊かな生活を齎すことを自覚し、

このための諸活動を積極的に支援します。 
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東京工科大学における公的研究費の使用に関する行動規範 

 
平成 27 年 10 月 1 日 

学長決定 
 

大学における学術研究は、国民の信頼とそれに基づいた国民からの負託によって支えら

れている。とりわけ、公的研究費の不正使用は、その信頼と負託を大きく損なうものであり、

それを起こした研究者が所属する機関ばかりではなく、我が国の科学技術振興体制を根底

から揺るがすものである。 
このことを踏まえ、東京工科大学（以下「本学」という。）は、公的性格を有する学術研

究の信頼性と公正性を担保し、大学の学術研究業務に対する国民の信頼を確保するため、研

究等を遂行する上での行動(態度)の基準を行動規範として次のとおり定める。 
本学の研究者及び事務職員等（以下「研究者等」という。）は、これを誠実に実行しなけ

ればならない。 
 

１．研究者等は、公的研究費が本学の管理する公的な資金であることを認識し、公正かつ効

率的に使用しなければならない。 
 
２．研究者等は、公的研究費の使用に当たり、関係する法令・通知及び本学が定める規程等、

並びに事務処理手続き及び使用ルールを遵守しなければならない。 
 
３．研究者等は、研究計画に基づき、公的研究費の計画的かつ適正な使用に努めなければな

らない。また、事務職員は、研究活動の特性を理解し、効率的かつ適正な事務処理を行

わなければならない。 
 
４．研究者等は、相互の理解と緊密な連携を図り、協力して公的研究費の不正使用を未然に

防止するよう努めなければならない。 
 
５．研究者等は、公的研究費の使用に当たり取引業者との関係において国民の疑惑や不信を

招くことのないよう公正に行動しなければならない。 
 
６．研究者等は、公的研究費の取扱いに関する研修等に積極的に参加し、関係法令等の知識

習得、事務処理手続き及び使用ルールの理解に努めなければならない。 
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東京工科大学における研究費の不正使用及び研究活動に係わる 

不正行為の防止に関する規程 
 

（目  的） 

第１条  この規程は、東京工科大学（以下「本学」という。）における研究費の不正使用

及び研究活動に係わる不正行為（以下「不正行為等」という。）の防止に関し必

要な事項を定め、もって研究費の公正かつ適正な取り扱いを図るとともに、研究

活動における研究者倫理の逸脱を防止し、研究活動の公正性を確保することを

目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条  この規程に用いる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（1）研究費とは、八王子キャンパス教育研究費に関する規程、蒲田キャンパス

教育研究費に関する規程に定める教育研究費及び共同プロジェクト等の本

学が配分する予算（以下「配分予算」という。）並びに研究者等が学外から獲

得した研究費をいう。 

（2）公的研究費とは、学外から獲得した研究費のうち、国、地方公共団体又は

独立行政法人等の公的機関から配分される競争的資金を中心とした公募型

の研究資金及びそれらが配分された学外の機関との研究資金を原資とした

受託研究又は共同研究により本学に受け入れた資金をいう。 

（3）研究者等とは、本学において研究に携わる教職員、学部・大学院学生、東

京工科大学片柳研究所規程に定める所員及び研究員、東京工科大学片柳研究

所に設置するセンターに関する規程に定める特別研究員及びその他本学の

研究費の運営・管理に係わるすべての者をいう。 

（4）研究費の不正使用(以下「不正使用」という。)とは、本学の研究者等又は

研究者等が本学在籍中に行った不正使用であり、故意もしくは重大な過失に

よる研究費の他の用途への使用、架空請求に係る業者への預け金、実体を伴

わない旅費、給与又は謝金の請求等、虚偽の書類による使用又は公的研究費

の交付決定の内容、もしくはこれに付した条件に違反した研究費の使用をい

う。 

（5）研究活動における不正行為（以下「不正行為」という。）とは、本学の研究

者等又は研究者等が本学在籍中に行った不正行為であり、得られたデータや

結果の捏造、改ざん及び他者の研究成果等の盗用並びに論文の二重投稿、論

文著作者が適正に公表されない不適切なオーサーシップ等をいう。 

 

（研究者等の責務） 

第３条  研究者等は、東京工科大学行動規範及び東京工科大学における公的研究費の使

用に関する行動規範の定めに従い、崇高な倫理観をもって研究活動の透明性及び

説明責任を果たさなければならない。 
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２． 研究者等は、公的研究費が個人の発意で提案し採択された研究課題によるもので

あっても、本学が管理するものであることを理解の上、適正に使用しなければなら

ない。 

３． 研究者等は、不正行為が科学そのものに対する背信行為であるとともに、科学へ

の信頼を揺るがし、その発展を妨げるものであることを十分認識し、研究活動の公

正性の確保に努めなければならない。 

４． 研究者等は、研究の成果発表の基となる研究データを適切な方法により一定期間

保存し、研究成果の第三者による検証可能性を確保しなければならない。 

５． 研究者等は、この規程に定める事項及び第５条に規定する統括管理責任者の指示

に従わなければならない。 

６． 研究者等は、統括管理責任者並びに第７条に規定する研究倫理教育責任者及び第

６条に規定するコンプライアンス推進責任者が実施する研究者等に求められる倫

理規範を修得させるための教育（以下「倫理教育」という。）及びコンプライアン

ス教育研修を受講しなければならない。 

７． 研究者等は、前項に定めるコンプライアンス教育研修を受講終了後、次条に定め

る最高管理責任者に誓約書等を提出しなければならない。 

 

（最高管理責任者） 

第４条  本学に、本学全体を統括し研究費の運営･管理及び研究者等の研究活動について

最終的な責任を負う最高管理責任者を置く。 

２． 最高管理責任者は、学長をもってこれに充て、職名を公開する。 

３． 最高管理責任者は、公的研究費の不正使用防止対策の基本方針（以下「基本方針」

という。）を策定し周知するとともに、不正行為防止の取り組みの推進等、統括管

理責任者、コンプライアンス推進責任者及び研究倫理教育責任者と連携し、必要な

措置を講じなければならない。 

４． 最高管理責任者は、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者及び研究倫理

教育責任者が研究費の運営・管理及び研究者等の研究活動に関する必要な措置を

適切に実施できるように配慮しなければならない。 

５． 最高管理責任者は、不正使用又は不正行為が生じた場合には、統括管理責任者及

びコンプライアンス推進責任者に適切な指示を与え、速やかに必要な措置を厳正

かつ適正に講じなければならない。 

 

（統括管理責任者） 

第５条  本学に、最高管理責任者を補佐し、研究費の運営・管理及び研究者等の研究活動

に関し、本学全体を統括する実質的な責任と権限を有する統括管理責任者を置く。 

２． 統括管理責任者は、大学事務局長をもってこれに充て、職名を公開する。 
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３． 統括管理責任者は、不正行為等の防止対策（以下「不正防止対策」という。）の

体制を統括し、不正防止対策を策定し、コンプライアンス推進責任者及び研究倫理

教育責任者に対し、不正防止対策の実施を指示するとともに、最高管理責任者に定

期的に当該実施状況を報告しなければならない。 

４． 総括管理責任者は、研究倫理教育責任者が当該組織の研究者等に対して実施する

倫理教育のほかに、本学の全研究者等を対象とした倫理教育を定期的に実施しな

ければならない。 

 

（コンプライアンス推進責任者及びコンプライアンス推進副責任者） 

第６条  研究費の適正な運営・管理に関し、実質的な責任と権限を持つものとしてコンプ

ライアンス推進責任者を置き、研究費を所管する大学事務局部長又は次長をもっ

てこれに充て、職名を公開する。 

２． コンプライアンス推進責任者は、本学における不正使用の防止対策を実施し、実

施状況を確認するとともに、定期的に実施状況を統括管理責任者に報告するもの

とする。 

３． コンプライアンス推進責任者は、不正使用の防止を図るため、研究者等にコンプ

ライアンス教育研修を実施し受講状況を管理監督するとともに、研究費使用ルー

ル等に関する理解度を確認するものとする。 

４． コンプライアンス推進責任者は、前号の理解度の確認の結果、問題があると認め

るときは、必要な措置を講じるものとする。 

５． コンプライアンス推進責任者は、研究者等が適切に研究費の管理・執行を行って

いるか等をモニタリングし、必要に応じて改善を指導するものとする。 

６． コンプライアンス推進責任者を補佐する者として、コンプライアンス推進副責任

者を置き、大学事務局業務課（以下「業務課」という。）長及び大学事務局研究協

力課（以下「研究協力課」という。）長をもってこれに充て、職名を公開する。 

 

（研究倫理教育責任者） 

第７条  不正行為を事前に防止し、公正な研究活動を推進するため、研究倫理教育責任者

を置き、各学部長・学環長、研究科長及び研究所長をもってこれに充て、職名を公

表する。 

２． 研究倫理教育責任者は、当該組織の研究者等に対して当該組織の特性に応じた適

切な倫理教育を実施し、研究者倫理の向上を図らなければならない。 

 

（研究活動不正防止委員会） 

第８条   本学に、第１条の目的の達成を図るとともに、不正使用又は不正行為が発生し

た場合の迅速な対応のため、研究活動不正防止委員会（以下「不正防止委員会」と

いう。）を置く。 

２． 不正防止委員会は、学長直属の委員会とする。 
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３．  不正防止委員会は、最高管理責任者を委員長、統括管理責任者を副委員長とし、

次の各号に定める委員をもって構成する。 

（1）研究科長 

（2）各学部長及び学環長 

（3）研究所長  

（4）コンプライアンス推進責任者 

（5）コンプライアンス推進副責任者 

４． 委員長は、必要に応じ本委員会を招集し、議長となる。 

５．  委員長は、必要に応じ委員以外の者に出席を依頼することができる。 

 

（審議事項） 

第９条  委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

（1）研究費に係わる不正防止計画の策定及び実施に関すること 

（2）不正行為等に係わる調査及び調査委員会の構成に関すること 

（3）調査委員会及び再調査委員会からの報告を考慮した不正行為等の事実確定

に関すること 

（4）不正行為等の再発防止に関すること 

（5）その他不正行為等に関すること 

２．  前項第２号に関し、委員会委員のうち当該不正使用又は不正行為に利害関係を

有する委員は、当該審議に加わることはできない。 

 

 (通報・告発窓口等） 

第１０条 本学に、研究者等が関係した不正使用又は不正行為に関する学内外からの通報・

告発を受理するため、次の各号に定める窓口を設置する。 

（1）業務課 

（2）研究協力課 

（3）学長室 

２． 統括管理責任者は、不正使用又は不正行為の通報･告発等の制度について、研究

者等に対して具体的な利用方法を周知しなければならない。 

３． コンプライアンス推進責任者は、取引業者等の外部の者に対して、通報･告発等

の窓口の仕組みについて周知しなければならない。 

 

（不正使用又は不正行為に係る情報の報告） 

第１１条 不正使用又は不正行為に係る情報を受けた通報・告発窓口の担当者は、コンプラ

イアンス推進責任者にすみやかに報告しなければならない。 

２． 前項の報告を受けたコンプライアンス推進責任者は、すみやかに最高管理責任者

及び統括管理責任者に報告しなければならない。 

３． 前項の報告を受けた最高管理責任者は、すみやかに不正防止委員会委員長（以下

「不正防止委員長」という。）に報告しなければならない。 
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（臨時の措置及び証拠の保全） 

第１２条 最高管理責任者は、前条第 2項の報告を受け、必要があると認めるときは、臨時

の措置として研究費の一時若しくは一部執行停止又は告発された事案に係わる研

究活動の自粛を命じることができる。ただし、この場合においては、学部学生、大

学院学生の教育・研究に与える影響が最小限となるように必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２． 最高管理責任者は、前条第 2項の報告を受け、必要があると認めるときは、告発

された事案に係わる研究活動に関して証拠となる資料を保全する措置を講じなけ

ればならない。 

３． 被告発者は、最高管理責任者が講じる前 2項の指示に従わなければならない。 

 

（予備調査） 

第１３条 不正防止委員長は、第 11条第 3項の報告を受けた場合には、次の各号に関する

予備調査を実施するものとする。 

（1）不正行為等の可能性 

（2）不正行為等とする根拠の合理性 

（3）その他必要と認める事項 

 

（本調査実施の決定及び通知） 

第１４条 不正防止委員長は、第 11 条第 3 項の報告を受けてから 30 日以内に、前条の予

備調査の結果に基づき、通報・告発された事案について本格的な調査（以下「本調

査」という。）を実施すべきか否かを決定するものとする。ただし、不正防止委員

長が、不正使用又は不正行為の可能性が高いと判断した場合を除き、次の各号のい

ずれかに該当する場合には本調査を実施しない。 

（1）通報・告発した者（以下「告発者」という。）が顕名によらない場合 

（2）不正使用又は不正行為の内容が明示されていない場合 

（3）不正使用又は不正行為とする合理的な根拠が示されていない場合 

２． 不正防止委員長は、本調査を行うことを決定した場合には、告発者及び被告発者

に対し、本調査を行うこと並びに次条に基づき設置した調査委員会の委員長（以下

「調査委員長」という。）及び委員の氏名、所属を通知しなければならない。 

３． 前項の通知を受けた告発者又は被告発者は、不正防止委員長に対して通知を受け

た日から起算して 7 日以内に調査委員会の構成について異議申立てをすることが

できる。 

４． 不正防止委員長は、前項の異議申立てがあった場合であり、申立ての内容が妥当

であると判断した場合には、当該異議申立てに係わる委員を交代させるとともに、

委員の交代について告発者及び被告発者に通知するものとする。 

５． 不正防止委員長は、本調査を行わないことを決定した場合には、告発者に対し、

本調査を行わないこと及びその理由を通知するものとする。 
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６． 不正防止委員長は、本調査を実施する決定をした場合には、本調査を実施するこ

とを最高管理責任者に報告しなければならない。 

 

（調査委員会） 

第１５条 不正防止委員長は、前条第 1 項により本調査を行うことを決定した場合には、

すみやかに調査委員会を設置し、本調査を行うことを決定した日から 30日以内に

本調査を開始するものとする。 

２． 調査委員会は、不正防止委員長が指名する本学の専任教授を調査委員長とし、次

の各号の委員により構成する。ただし、公的研究費の不正使用及び不正行為に係わ

る調査委員会の場合は、第 2号の学外の有識者は、調査委員会委員の過半数としな

ければならない。 

（1）本学の専任教授のうち、不正防止委員長が指名する者 若干名 

（2）不正防止委員長が委嘱する学外の有識者  若干名 

（3）大学事務局から委嘱される者 1名 

３． 調査委員長は、調査委員会を招集し、議長となる。 

４． 不正防止委員長は、調査委員会委員の指名及び委嘱にあたっては、告発者又は被

告発者と直接の利害関係を有しない者及び当該研究費の執行に直接携わらない者

としなければならない。 

５． 不正防止委員長は、第 2項第 2号の委員の委嘱にあたっては、法律の専門知識を

有する者又は被告発者の専門分野等を考慮のうえ、当該本調査に適した外部の有

識者を選定しなければならない。 

 

（任 期） 

第１６条 調査委員長及び委員の任期は、当該事案に関し、調査委員会が不正防止委員長へ

の最終報告が完了したときまでとする。 

 

（調査委員会の権限） 

第１７条 調査委員会は、次条第 1 項各号の調査事項について、同条第 2 項各号の方法に

より調査する権限を有するものとし、告発者及び被告発者並びに当該事案の関係

者は、調査委員会からの要請に誠実に協力しなければならない。 

 

（調査事項及び方法） 

第１８条 調査委員会は、次の各号に定める事項について調査するものとする。 

（1）不正使用又は不正行為の有無に関すること 

（2）不正使用又は不正行為の内容に関すること 

（3）関与した者及び関与の程度に関すること 

（4）不正使用の相当額に関すること 

（5）その他必要と認めた事項に関すること 
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（保 護） 

第３２条 学長は、通報・告発窓口への告発者又は調査に協力した関係者に対し、単に告発

又は調査協力したことを理由として、懲戒処分その他いかなる不利益な取扱いも

行ってはならない。ただし、悪意にもとづく告発であることが確定した場合は、こ

の限りでない。 

２． 学長は、被告発者に対し、単に告発されたことを理由として、この規程に定める

調査に必要な命令を除き、懲戒処分その他いかなる不利益な取扱いも行ってはな

らない。 

３． 教職員等は、単に告発もしくは調査に協力し、又は単に告発されたことを理由と

して、不利益な取扱いや嫌がらせをしてはならない。 

 

（不正防止計画の策定及び公開） 

第３３条 統括管理責任者は、公的研究費の不正使用の発生する要因に対応する不正防止

計画を年度ごとに策定し公開するものとする。 

 

（不正防止計画の推進） 

第３４条 公的研究費の不正使用に係わる本学全体の不正防止計画を推進する不正防止計

画推進部署として、研究協力課をもって充てる。 

２． 不正防止計画推進部署は、不正防止計画の具体的な対策を実施するとともに、実

施状況を確認し、年度ごとに最高管理責任者に報告するものとする。 

３． 統括管理責任者は、不正防止計画の進捗管理に努めなければならない。 

 

（関係法令の遵守） 

第３５条 研究者等は、関係法令及び本学の関係規程のほか、公的研究費にあっては当該公

的研究費の執行基準の定めにより研究費を公正かつ適正に取り扱わなければなら

ない。 

 

（適正な執行管理） 

第３６条 コンプライアンス推進責任者は、定期的に予算執行状況を把握するとともに、公

的研究費にあっては研究計画の遂行状況を確認し、必要により適切な措置を講じ

なければならない。 

２． 本学において研究に携わる者（以下「研究者」という。）及び研究協力課は、公

的研究費の予算執行にあたっては、発注段階で支出財源の特定を行い、予算執行の

状況を遅滞なく把握できるように努めなければならない。 

 

（発注及び納品検収） 

第３７条 発注及び納品検収業務については、学校法人片柳学園調達規程にもとづき、適正

に執行しなければならない。 
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２． 公的研究費の納品検収については、研究者による検品に加え、研究協力課及び他

の部署に所属する検収担当者が行うものとする。 

３． 研究費で購入した物品が、学校法人片柳学園経理規程で定める消耗品であっても、

コンプライアンス推進責任者が特に換金性の高い物品として指定する物品につい

ては、台帳で適切に管理するものとする。 

 

（取引業者からの誓約書の徴収） 

第３８条 コンプライアンス推進責任者は、主要な取引業者に対し、本学の不正使用に係わ

る不正防止対策及び公的研究費使用のルールを周知するとともに、前年度取引の

あった主要な取引業者に対しては、次の各号に定める事項について誓約書の提出

を求めるものとする。ただし、事前に遵守事項を定めた契約書を締結する場合は、

この限りでない。 

（1）学校法人片柳学園調達規程及びその他の規則並びに関係法令を遵守し、

研究費の不正使用に関与しないこと 

（2）本学における内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧、提出

等の要請に協力すること 

（3）研究費の不正使用への関与が認められた場合には、取引停止を含む取引

上の処分を講じられても異議がないこと 

（4）本学の教職員、その他の関係者から、研究費の不正使用に協力するよう

依頼等があった場合には、通報・告発窓口に連絡すること 

 

（勤務状況の雇用管理の確認） 

第３９条 公的研究費による非常勤雇用者の勤務状況の雇用管理については、東京工科大

学片柳研究所に外部機関等から参加する所員及び研究員に関する規程及び東京工

科大学片柳研究所に設置するセンターに関する規程並びに雇用契約書に基づき、

研究協力課が確認するものとする。 

 

（出張計画の実行状況の確認） 

第４０条 公的研究費による当該出張計画に沿って実施される研究者及び関係者の出張の

実行状況の確認については、出張の事実がわかる資料にもとづき、研究協力課が確

認するものとする。 

 

（モニタリング及び内部調査） 

第４１条 研究費の適正な取扱いを図るため、教育研究費について業務課、公的研究費につ

いては研究協力課、配分予算については当該予算を所管する部署（以下「担当部署」

という。）が日常的にモニタリングを行うものとする。 

２． 業務課、研究協力課及び担当部署は、必要により研究費の適正な取扱いに関し内

部調査を行うことができるものとし、研究者等は、この内部調査に積極的に協力し

なければならない。 
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（守秘義務） 

第４２条 不正防止委員会及び調査委員会、再調査委員会の各委員長、副委員長及び委員

は、各委員会における不正行為等に関する審議内容及び認定した調査結果並びに

確定した事実等を他に漏らしてはならない。また、委員長、副委員長又は委員を退

いた後も同様とする。 

 

（庶  務） 

第４３条 この規程に基づく庶務は、関係部署の協力を得て、業務課又は研究協力課が行う。 

 

（改  廃） 

第４４条 この規程の改廃は、必要により学校法人片柳学園監事の意見を聴したうえで、大

学評議会の議を経て、学長が定める。 

 

附    則 

１．  この規程は、平成２７年１０月１日から施行する。 

１． この改正規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

２． この改正規程の施行に伴い、平成２１年１月２１日施行の東京工科大学研究活

動に係わる不正防止に関する規程は廃止する。 
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東京工科大学における公的研究費の不正使用防止に関する基本方針 

 
平成 27 年 10 月 1 日 

学長決定 
 

公的研究費の原資は貴重な税金であり、これを使用した大学におけるさまざまな活動は、

社会の信頼と負託によって支えられている。公的研究費の不正使用は社会からの信頼等に

反する行為であり、その管理については大学の責任において適正に行わなければならない。 
本学は、公的研究費の不正使用根絶に向けて、不正使用を誘発する要因を除去し、抑止機

能を有する環境・体制の構築を図るため、次のとおり公的研究費の不正使用防止に関する基

本方針を定める。 
 
１．不正使用防止対策に関する責任体系を明確化し、学内外に公表する。 
 
２．事務処理に関する職務権限やルールを明確化するとともに、不正使用防止対策に関する

関係者の意識向上を図り、抑止機能を備えた環境・体制の構築を図る。 
 
３．不正を誘発させる要因に対応した具体的な不正使用防止計画を策定し、実効性のある対

策を確実かつ継続的に実施する。 
 
４．適正な予算執行を行うことができるよう、実効性のあるチェックが効くシステムを構築

し、公的研究費の適正な運営、管理を行う。 
 
５．公的研究費の使用のルール等が適切に情報共有・共通理解される体制を構築する。 
 
６．公的研究費の不正使用が起きない、起こさない環境づくりを目指し、実効性のあるモニ

タリング体制を整備する。 
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東京工科大学倫理委員会規程 

 

 

（目 的） 

第１条   この規程は、東京工科大学（以下｢本学｣という。）の教授、准教授、講師及び助教並び

に片柳研究所の研究実施組織に外部機関等から参加する所員及び研究員（以下｢研究

者｣という。）が行う、人間を直接対象とした生物医学的な研究及びその臨床応用（以下

｢研究等｣という。）が｢人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｣（平成 26 年文部科

学省・厚生労働省告示第 3号、以下｢倫理指針｣という。）に適合しているか否か等につい

て審査するために設置する東京工科大学倫理委員会（以下｢倫理委員会｣という。）に関

し必要な事項を定めるものである。 

 

（位置付け及び構成） 

第２条   倫理委員会は、学長直属の委員会とする。 

２．  倫理委員会は、学長が指名する委員長及び学長が委員長と協議のうえで指名する次

の委員をもって構成する。 

         なお、委員は男女両性で構成し、第４号の委員の専門分野が第２号又は第３号に該当

する場合には、当該号からの選出を省略することができる。 

（1） 生物医学関係の教員（助手を除く。）   若干名 

（2） 社会法律関係の教員（助手を除く。）   1 名以上 

（3） 生物医学、社会法律以外の教員（助手を除く。） 1 名以上 

（4） 外部の学識経験者    2 名以上 

（5） 大学事務局から委嘱される職員   1 名 

３．  委員長及び委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、前任者の任期満了前に

就任する者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（審議事項） 

第３条   倫理委員会は、下記の事項について倫理指針に基づいて審査する。 

（1） 研究等の実施計画又は変更計画に関すること 

（2） 研究等の研究成果の公表の内容に関すること 

（3） 異議申し立てに関すること 

（4） その他研究等について求められた意見に関すること 

 

（成立要件及び議事） 

第４条   倫理委員会は、第２条第２項第１号の委員のうちから１名以上並びに第２号から第４号

までの委員１名以上が出席するとともに、過半数の委員の出席をもって成立する。 

  ２．   委員は、自己の研究等の申請に係る審査に加わることができない。 

  ３．   倫理委員会は、実施責任者（以下｢申請者｣という。）に出席を求め、申請内容等の説明

及び意見聴取をすることができる。 

  ４．   審査の判定は、出席委員のうち３分の２以上の合意によるものとし、次の各号の表示に

より行う。 

（1） 承認 

（2） 条件付承認 

（3） 変更の勧告 

（4） 不承認 

（5） 非該当 
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  ５．   委員長が必要と認めたときは、学長と協議のうえ、倫理委員会を公開することができる

ほか、倫理委員会の審査経過及び判定に関する記録についても公開することができる。 

 

（専門調査員） 

第５条   委員長は、専門の事項を調査検討するため、必要に応じ専門の事項に精通した者に

専門調査員として委嘱を求めることができる。 

  ２．   前項の専門調査員は、委員長からの推薦に基づき、学長が委嘱する。 

  ３．   委員長は、必要に応じ倫理委員会に専門調査員を出席させ、調査検討した結果の報

告を求めることができる。ただし、専門調査員は、審査の判定に加わることができない。 

 

（実施に関する申請手続き及び判定通知） 

第６条   研究者が、研究等を実施しようとするときは、申請者を定め、申請者が所属する組織の

長（以下｢学部長等｣という。）の承認を得たうえで、倫理審査申請書（様式１）を委員長に

提出しなければならない。 

  ２．   委員長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに倫理委員会を開催しなければな

らない。 

  ３．   委員長は、前項の倫理委員会の判定結果を学長に報告し、学長が審査の判定が適切

であると認めた場合は、倫理審査結果通知書（様式４）により申請者に通知するとともに、

当該学部長等に通知書の写しを送付するものとする。 

 

（計画変更に関する申請手続き及び判定通知） 

第７条   申請者は、研究等の実施計画を変更しようとするときは、学部長等の承認を得たうえで、

遅滞なく研究等変更審査申請書（様式２）を委員長に提出しなければならない。 

  ２．   委員長は、前項の申請書を受理したときは、前条第２項及び第３項と同様の手続きをと

るものとする。 

 

（公表に関する申請手続き及び判定通知） 

第８条   申請者は、研究等の成果を公表しようとするときは、学部長等の承認を得たうえで、公

表に関する審査申請書（様式３）を委員長に提出しなければならない。 

  ２．   委員長は、前項の申請書を受理したときは、第６条第２項及び第３項と同様の手続きを

とるものとする。 

 

（異議申立手続き及び判定通知） 

第９条   申請者は、第６条第３項、第７条第２項又は第８条第２項の審査結果に異議があるとき

は、異議申立書（様式５）を委員長に提出することができる。ただし、異議申立ては１回限り

とする。 

  ２．   委員長は、前項の異議申立書を受理したときは、速やかに倫理委員会を開催しなけれ

ばならない。 

  ３．   委員長は、前項の倫理委員会の判定結果を学長に報告し、学長の指示に基づき、異

議申立審査結果通知書（様式６）により申請者に通知するものとする。 

 

（経過報告） 

第１０条  委員長が必要と認めたときは、研究等が実施の途中であっても、当該研究等について

経過報告を求めることができる。 
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（研究等の終了又は中止報告） 

第１１条  申請者は、研究等を終了又は中止しようとするときは、学部長等の承認を得たうえで、

研究等終了（中止）報告書（様式７）を委員長に提出しなければならない。 

 

（庶 務） 

第１２条  倫理委員会の庶務は、大学事務局研究協力課が行う。 

 

（改 廃） 

第１３条  この規程の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が定める。 

 

 

   附  則 

１． この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

２． この規程の施行に伴い、｢学内での医療行為の制限及び医療類似行為を伴う 

実験研究の禁止に関する申合せ｣（平成８年７月１０日決定）は廃止する。 

１． この改正規程は、平成１７年４月１３日から施行する。 

１． この改正規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

１． この改正規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

１． この改正規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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東京工科大学動物実験実施規程 

 

（目 的） 

第１条    この規程は、動物の愛護及び管理に関する法律（以下「動物愛護法」という。）

に定める基本原則に則り、研究機関等における動物実験等の実施に関する基本

指針（文部科学省告示）及び実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する

基準（環境省告示。以下総称して「関係告示」という。）に基づき、東京工科大

学（以下「本学」という。）において動物実験を実施する手続き及び実施する際

に遵守すべき事項を示し、科学的にはもとより、動物福祉の観点からも適正な動

物実験を実施するとともに、人の生命、身体又は財産に対する侵害の防止及び人

の生活環境を保全することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条    この規程に用いる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（1）動物実験とは、教育研究のために生きている実験動物に何らかの拘

束、処置を加えることをいう。 

（2）実験動物とは、動物実験に供するために本学に持ち込まれる哺乳類、鳥

類及び爬虫類に属する動物をいう。 

（3）実験責任者とは、個々の動物実験の遂行について直接責任を負う者で

あり、当該動物実験に用いる実験動物の生理、生態、習性及び動物実

験において執るべき安全確保について熟知した者をいう。 

（4）実験従事者とは、動物実験に従事する者をいう。 

（5）実験施設とは、実験動物の飼養又は保管及び動物実験を実施する施設

をいう。 

 

（適用範囲） 

 第３条    この規程は、本学において実施されるすべての動物実験に適用する。 

２．  前条第２号以外の動物を利用する実験においても、この規程の主旨を尊重し

なければならない。 

 

（遵守義務） 

第４条    実験責任者は、動物を教育、研究等の科学上の利用に供する場合には、その

利用の目的を達成することができる範囲において、できる限り動物を供する方

法に変わりうるものを利用することはもとより、できる限りその利用に供され

る動物の数を少なくすること等により、動物を適切に利用することに配慮しな

ければならない。 

２．  実験責任者及び実験従事者（以下「実験責任者等」という。）は、この規程並

びに動物愛護法及び関係告示を遵守し、動物実験の適正な実施に努めなければ

ならない。 

 

（動物実験の実施） 

第５条    動物実験を実施しようとする者は、実験責任者を定めて、この規程に基づく

所定の手続きを経て、学長の承認を得なければならない。 

 

（実験責任者の職務） 

第６条    実験責任者は、次の各号の職務を行う。 

（1）実験計画の立案及び申請に関すること 

（2）承認を受けた実験計画の変更又は継続に係わる申請に関すること 
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（3）動物福祉に係わる必要な措置に関すること 

（4）当該動物実験の適切な管理・監督等動物実験の安全確保に関すること 

（5）実験従事者の健康に関すること 

 

（委員会） 

第７条    学長は、本学に東京工科大学動物実験委員会（以下「委員会」という。）を設

置し、学内における実験の適正化を図らなければならない。 

２．  委員会は、学長からの諮問を受け、実験責任者から提出された動物実験計画

が、この規程及び関係告示に適合しているか否かの審査を行い、その結果を動

物実験審査結果報告書（様式３）により学長に報告しなければならない。ただ

し、委員は、自己が実験責任者となる動物実験計画の審査に加わることができ

ない。 

３．  委員会は、実験責任者から実施している動物実験について、安全の確保及び

動物福祉に係わる必要事項に関し、当該動物実験の実施内容に応じ定期的に報

告を求めることができるものとし、当該報告に基づき必要により学長に助言又

は勧告を行うものとする。 

４．  委員会は、審査した実験計画が遺伝子組換え実験に該当する、又は該当する

可能性がある場合は、第２項に定める審査結果の報告内容に遺伝子組換え実験

に関する審査が必要であるとの意見を加えなければならない。 

 

（実験計画の立案） 

第８条    実験責任者は、動物実験の範囲を教育・研究の目的に必要な最小限度にとど

めるため、適正な実験動物の選択及び実験方法の検討を行うとともに、必要によ

り委員会又は実験動物の専門家の意見を求める等により、有効適切な動物実験

が実施できるよう実験計画を立案しなければならない。 

 

（申請手続き） 

第９条    第５条に定める手続きは、実験責任者が動物実験承認申請書（様式１）に動

物実験実施計画書（様式２）を添えて、あらかじめ実験責任者が所属する組織の

長（以下「学部長等」という。）に動物実験の実施に関し了承を得た後に学長に

申請するものとする。また、実験計画を継続又は変更する場合も同様とする。 

 

（実験計画の承認） 

第１０条    学長は、申請のあった実験計画について、委員会に意見を求め、その結果を

考慮のうえ、当該実験計画の実施について承認の可否決定を行うものとする。 

２．  学長は、前項に基づき承認の決定を行った場合は、すみやかに動物実験実施承

認通知書（様式４）により、実験責任者に通知するとともに、当該学部長等にそ

の写しを送付するものとする。 

３．  学長は、委員会から第７条第４項の意見があった場合は、承認の可否決定を保

留し、実験責任者に対し東京工科大学遺伝子組換え実験実施規程に基づく審査

が必要であることを通知しなければならない。 

４．  学長は、前項に基づき承認の可否決定を保留した実験計画については、遺伝子

組換え実験に関する東京工科大学環境・安全委員会の審査結果を考慮のうえ承

認の可否決定を行うものとする。 
 

（実験の改善勧告、実験の一時停止命令及び承認の取消し） 

第１１条    学長は、第７条第３項に基づき、承認を与えた動物実験に関し、この規程及

び関係告示への適合及び動物福祉の観点から、動物実験の安全性及び倫理的な

疑いを生じた場合には、実験方法の改善勧告、実験の一時停止命令及び承認の取

消しを行うことができるものとする。 
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   ２． 学長は、前項に定めるいずれかの決定を行った場合は、承認済み動物実験に関

する通知書（様式５）により、実験責任者に通知するとともに、その写しを当該

学部長等に送付するものとする。 

 

（実験従事者の変更） 

第１２条    実験責任者は、承認を受けた動物実験において、その実験実施期間中に実験

従事者を変更する必要が生じた場合は、動物実験従事者変更届（様式６）により

学長に届け出るものとする。 

２．  学長は、前項の届出があった場合は、必要により委員会に意見を求め実験従

事者の変更の適否を判断するものとする。 

 

（定期報告） 

第１２条の２  実験責任者は、承認を受けた動物実験の実施状況について、自ら点検・評価

を行い、その結果を委員会の定める時期に自己点検・評価報告書（様式８）に

より委員会に報告しなければならない。 

 

（実験の終了報告） 

第１３条    実験責任者は、承認された動物実験を終了又は中止した場合は、動物実験終

了（中止）報告書（様式７）により学長に報告するものとする。 

２．  学長は、提出された動物実験終了（中止）報告書の内容に関し、必要に応じ委

員会に意見を求める等により、当該動物実験が適正に実施されたか否かの確認

をするものとする。 

 

（実験動物の選択） 

第１４条    実験責任者は、実験目的に適した動物種の選択、実験成績の精度や再現性を

左右する実験動物の数、遺伝学的及び微生物学的品質、飼養条件を考慮し、適正

な実験動物を選択しなければならない。 

 

（実験動物の導入） 

第１５条    実験責任者は、実験動物の導入に際しては、発注条件及び導入された実験動

物の異常、死亡の有無等を確認するとともに、その実験動物の状態及び輸送方

法、輸送時間等に応じ、必要により適切な検疫を行い、その方法及び結果を記録

しなければならない。 

 

（実験動物の飼養） 

第１６条    実験責任者は、実験動物の飼養については、その生理、生態、習性等に応じ

て適切な設備を設けなければならない。 

２．  実験責任者等は、実験動物の生理、生態、習性等を理解のうえ、愛情をもって

飼養し科学上の利用に供するように努めるとともに、次の各号に留意し、実験動

物の健康保持に努めなければならない。 

（1）実験動物の生理、生態、習性等に応じ、かつ動物実験の目的に支障を

及ぼさない範囲で適切に給餌、給水等を行うこと 

（2）実験動物が実験の目的に係わる傷害以外の傷害を負い、又は実験の目

的に係わる疾病以外の疾病にり患することを予防する等必要な健康

管理を行うこと 
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（実験操作） 

第１７条    実験責任者等は、科学的にはもとより動物福祉の観点からも、動物実験の目

的に支障を及ぼさない範囲内で、適切な麻酔薬又は鎮静剤等を投与することに

より、できるかぎり実験動物に無用な苦痛を与えないようにするとともに、保温

等の適切な処置を講じなければならない。 

２．  実験責任者等は、動物実験の目的のため必要により実験動物を安楽死させる

場合は、適切な麻酔薬又は鎮静剤等の投与後に頸椎脱臼等の方法により、できる

かぎり実験動物に無用な苦痛を与えないようにしなければならない。 

 

（実験終了後の処置） 

第１８条    実験責任者等は、動物実験を終了し、又は中断した実験動物において、回復す

る見込みのない状態に陥っている場合には、速やかに致死量以上の麻酔薬の投

与又は頸椎脱臼等の化学的又は物理的方法によって実験動物にできる限り苦痛

を与えないように処分しなければならない。 
２．  実験責任者等は、実験動物の死体については、人の健康及び生活環境を損なわ

ないよう適切な処理を行わなければならない。 

 

（安全管理に特に注意を払う必要のある実験） 

第１９条    実験責任者は、物理的又は化学的な材料あるいは病原体を取扱う動物実験に

おいては、人の安全を確保することはもとより、飼養環境の汚染により実験動物

が障害を受けたり、実験結果のデータの信頼性が損なわれたりすることのない

よう十分に配慮しなければならない。 
２．  実験責任者は、遺伝子導入動物を取り扱う動物実験においては、実験施設に当

該実験動物の習性に応じた適切な逃亡防止策を講じなければならない。 

 

（生活環境の保全） 

第２０条    実験責任者は、実験動物の汚物等の適切な処理を行うとともに、実験施設を

常に清潔に保つことにより微生物等による環境の汚染及び悪臭、害虫等の発生

を防止し、生活環境の保全に努めなければならない。 

 

（危害防止） 

第２１条    実験責任者は、実験動物の飼養、保管及び動物実験の実施においては、当該動

物実験に関係のない者が実験動物に接することのないよう必要な措置を講じな

ければならない。 
２．  実験責任者は、実験動物が逸走しない構造及び強度の実験施設を確保するこ

とにより逸走による事故の防止に努めるとともに、実験動物が逸走した場合の

措置についてあらかじめ定め、逸走時の人への危害及び環境保全上の問題等の

発生防止に努めなければならない。また、実験動物が実験施設外へ逸走した場

合においては、速やかに委員会委員長及び大学事務局業務課（以下「業務課」と

いう。）に連絡しなければならない。 
３．  業務課は、前項の連絡を受けたときは、必要により別表の緊急連絡体制に従

い、関係各署に連絡しなければならない。 
４．  実験責任者は、実験従事者が実験動物に由来する疾病にり患することを予防

するための必要な措置を講じなければならない。 
５．  実験責任者は、地震、火災等の非常災害に際して採るべき緊急措置を定め、

非常災害が発生したときは速やかに実験動物を保護するとともに、実験動物に

よる事故の防止に努めなければならない。 
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（教育訓練） 

第２２条    学長は、実験従事者に対し、動物実験等の実施並びに実験動物の飼養及び保

管を適切に実施するために必要な基礎知識や関係法令等の修得を目的とした教

育訓練の実施、その他実験従事者の資質向上を図るための必要な措置を講じな

ければならない。 

 

（自己点検・評価及び情報の公開） 

第２３条    学長は、本学における動物実験の実施に関する透明性を確保するため、実施

している動物実験の、動物愛護法及び関係告示並びにこの規程への適合性に関

し点検及び評価を行うとともに、その結果及び実験動物の飼養及び保管の状況

等に関し、年１回程度適切な手段により公開しなければならない。 

 

（庶 務） 

第２４条    この規程に基づく庶務は、業務課が行う。 

 

（改 廃） 

第２５条    この規程の改廃は、委員会及び大学評議会の議を経て、学長が定める。 

 

 

附    則 

１．  この規程は、平成１８年９月２０日から施行する。 

２．  遺伝子組換えにかかわる動物実験及び遺伝子導入動物を取り扱う動物実験に

ついては、実験施設が整備されるまでの間は、実施することができないものとす

る。 

３．  実験動物の飼養又は保管を伴う動物実験については、実験施設が整備される

までの間は、実験動物種がネズミ・ラット・ウサギの場合に限り実施することが

できるものとする。 

１．  この改正規程は、平成２３年１２月１日から施行する。 

１． この改正規程は、平成２８年６月１５日から施行する。 
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東京工科大学遺伝子組換え実験実施規程 
 
（目 的） 

第１条    この規程は、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律（以下「遺伝子組換え生物等規制法」という。）に基づき、東京工

科大学において遺伝子組換え実験を実施する手続き及び実施する際に遵守すべ

き安全確保に関する基準を示し、もって遺伝子組換え実験の安全かつ適切な実

施を図ることを目的とする。 
 

（用語の定義） 

第２条    この規程に用いる用語の定義は、次の各号に定めるもののほか遺伝子組換え

生物等規制法及び研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当た

って執るべき拡散防止措置等を定める省令（以下「二種省令」という。）に定め

るところによる。 

(1) 安全主任者とは、遺伝子組換え生物等規制法及びこの規程を熟知し、

生物災害の発生を防止するための知識及び技術並びにこれらを含む

関連知識及び技術に習熟した者であり、第７条に定める東京工科大

学遺伝子組換え実験委員会委員長が指名した者をいう。 

(2) 実験責任者とは、個々の遺伝子組換え実験計画の遂行について直接

責任を負う者であり、遺伝子組換え生物等規制法及びこの規程を熟

知し、生物災害の発生を防止するための知識及び技術並びにこれら

を含む関連知識及び技術に習熟した者をいう。 

(3) 実験従事者とは、当該遺伝子組換え実験に従事する者をいう。 

(4) 実験指導者とは、遺伝子組換え生物等規制法及びこの規程を熟知し、

生物災害の発生を防止するための知識及び技術並びにこれらを含む

関連知識及び技術に習熟した者であり、学生実験において実験の指

導を行う者をいう。 

 

（適用範囲） 

第３条    この規程は、二種省令に定める遺伝子組換え実験であり、微生物使用実験、

大量培養実験、動物使用実験、植物等使用実験において、それぞれＰ１及びＰ２

レベル、ＬＳＣ及びＬＳ１レベル、Ｐ１Ａ及びＰ２Ａレベル、Ｐ１Ｐ及びＰ２Ｐ

レベルの拡散防止措置を執って行う遺伝子組換え実験について適用するものと

し、その他の拡散防止措置を要する遺伝子組み換え実験については、実施するこ

とができないものとする。 

 

（実験の実施） 

第４条    遺伝子組換え実験を実施しようとする者は、実験責任者を定めて、この規程

に基づく所定の手続きを経て学長の承認を得なければならない。 

２．  実験従事者は、二種省令に定める実験分類に応じた拡散防止措置を執ること

により遺伝子組換え実験を行わなければならない。 

 

（安全主任者の職務） 

第５条    安全主任者は、学長を補佐するとともに、次の各号の職務を行うものとする。 

(1) 遺伝子組換え実験が二種省令に従って適正に遂行されていることを確

認すること 

(2) 実験責任者に対して指導助言を行うこと 
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（実験責任者の職務） 

 第６条    実験責任者は、次の各号の職務を行う。 

(1)遺伝子組換え実験計画の立案及び実験計画の申請に関すること 

(2)承認を受けた遺伝子組換え実験計画の変更に係わる申請に関するこ 

と 

(3)実験従事者の変更に係わる届出に関すること 

(4)遺伝子組換え実験全体の適切な管理・監督等遺伝子組換え実験の安 

全確保に関すること 

(5)実験従事者の健康に関すること 

 

（委員会） 

第７条    学長は、遺伝子組換え実験における安全の確保及び適正化を図るため、東京

工科大学遺伝子組換え実験委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２．委員会は、学長からの諮問を受け、実験責任者より提案された遺伝子組換え実験

に関し、審査基準に基づき、審査を行うものとする。 
３．  委員会は、審査を行った結果を遺伝子組換え実験審査結果報告書（様式３）に

より、学長に報告をしなければならない。 
４．  委員会は、実験責任者から、実施している遺伝子組換え実験について遺伝子組

換え生物等規制法に対する適合性及び遺伝子組換え実験の安全確保に係わる必

要事項に関し、当該遺伝子組換え実験の実施内容に応じ定期的に報告を求める

ことができるものとし、当該報告に基づき必要により学長に助言又は勧告を行

うものとする。 

５．  委員会は、審査した遺伝子組換え実験計画が、人間を直接対象とした生物医学

的な研究及びその臨床応用（以下「臨床研究等」という。）に該当する、又は該

当する可能性がある場合は、第１項に定める審査結果の報告内容に、臨床研究等

に関する審査が必要であるとの意見を加えなわなければならない。 

６．  前各項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は別に定める。 

 

（審査基準） 

第８条    提出された遺伝子組換え実験計画の安全性について審査する場合の基準は、

二種省令の定めるところによる。 

 

（申請手続き） 

第９条    第４条に定める手続きは、実験責任者が、遺伝子組換え実験承認申請書（様式

１）に、遺伝子組換え実験計画書（様式２）を添えて、あらかじめ実験責任者が

所属する組織の長（以下「学部長等」という。）に遺伝子組換え実験の実施に関

し了承を得た後に学長に申請するものとする。また、遺伝子組換え実験計画を変

更又は継続しようとする場合も同様とする。 
２．  実験責任者が、他の大学又は研究機関等（以下「他の機関等」という。）から

遺伝子組換え生物等の譲渡若しくは提供を受け、又は委託を受けて使用等をす

る場合は、前項に定める手続き様式に、遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは

提供し、又は委託して使用等をさせる者からの遺伝子組換え生物等規制法施行

規則（以下「施行規則」という。）に定める情報の提供に関する文書及び他の機

関等において発行された承認書の写しを添付しなければならない。 
 

（実験計画の承認） 

第１０条    学長は、申請のあった遺伝子組換え実験計画について委員会に意見を求め、

その結果を考慮のうえ、当該遺伝子組換え実験計画の実施について承認の可否

決定を行うものとする。 

 

２．  学長は、前項の決定をすみやかに遺伝子組換え実験実施承認通知書（様式４）
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により、当該実験責任者に通知するとともに、当該学部長等にその写しを送付す

るものとする。 

 

３．  学長は、委員会から第７条第５項の意見があった場合は、承認の可否決定を保

留し、実験責任者に対し東京工科大学倫理委員会規程に基づく審査が必要であ

ることを通知しなければならない。 

４．  学長は、前項に基づき承認の可否決定を保留した遺伝子組換え実験計画につ

いては、東京工科大学倫理委員会の審査判定を考慮のうえ承認の可否決定を行

うものとする。ただし、審査判定が不承認であった場合は、当該遺伝子組換え実

験計画を承認してはならない。 

 
（実験の改善勧告、実験の一時停止命令及び承認の取消し） 

第１１条    学長は、第７条第４項に基づき、承認を与えた遺伝子組換え実験の安全性に

ついて疑いを生じた場合には、実験方法の改善勧告、実験の一時停止命令又は承

認の取消しを行うことができる。 

２．  学長は、前項に定めるいずれかの決定を行った場合は、承認済み遺伝子組換え実

験に関する通知書（様式１０）により、実験責任者に通知するとともに、その写し

を当該学部長等に送付するものとする。 

 

（実験従事者の変更） 

第１２条    実験責任者は、承認を受けた遺伝子組換え実験において、その実験実施期間

中に実験従事者を変更する必要が生じた場合は、遺伝子組換え実験従事者変更

届（様式５）により、学長に届出るものとする。 

２．  学長は、前項の届出があった場合は、必要により委員会に意見を求め実験従事

者の変更の適否を判断するものとする。 

 

（実験の終了報告） 

第１３条    実験責任者は、承認された遺伝子組換え実験を終了又は中止した場合は、遺

伝子組換え実験終了（中止）報告書（様式１１）により学長に報告するものとす

る。 

   ２.   学長は、提出された遺伝子組換え実験終了（中止）報告書の内容に関し、必要

に応じ委員会に意見を求める等により、当該遺伝子組換え実験が適正に実施さ

れたか否かの確認をするものとする。 

 

（実験に使用する施設・設備） 

第１４条    実験責任者は、二種省令に定める拡散防止措置のレベルに従い、遺伝子組換

え実験に使用する施設・設備の管理保全に努めなければならない。 

２．  実験従事者は、二種省令に定める拡散防止措置のレベルに応じて、当該遺伝子

組換え実験室又は遺伝子組換え実験区域（以下「遺伝子組換え実験施設」という。）

への出入りを行わなければならない。 

 

（実験材料の取扱い） 

第１５条    実験責任者は、実験開始前及び実験中において、遺伝子組換え実験に用いら

れる核酸供与体、宿主、ベクターの生存能力、伝播性等を厳重に確認しなければ

ならない。 

 

（保管に当たって執るべき拡散防止措置） 

第１６条    実験従事者は、次の各号に定める拡散防止措置を執ることにより、遺伝子組換

え生物等の保管を行わなければならない。ただし、遺伝子組換え実験の過程にお

いて行われる保管は除くものとする。 
(1) 遺伝子組換え生物等が漏出、逃亡その他拡散しない構造の容器に入
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れ、かつ当該容器の見やすい箇所に遺伝子組換え生物等であること

を表示すること 

 

(2) 遺伝子組換え生物等を入れた容器は、所定の場所に保管するものと

し、保管場所が冷蔵庫その他の保管のための設備である場合には、当

該設備の見やすい箇所に遺伝子組換え生物等を保管していることを

表示すること 

 

（運搬に当たって執るべき拡散防止措置） 

第１７条    実験従事者は、次の各号に定める拡散防止措置を執ることにより、遺伝子組換

え生物等の運搬を行わなければならない。ただし、遺伝子組換え実験の過程にお

いて行われる運搬は除くものとする。 
(1) 遺伝子組換え生物等が漏出、逃亡その他拡散しない構造の容器に入

れること 

(2) 最も外側の容器の見やすい箇所に、取扱いに注意を要することを表

示すること 

 

（遺伝子組換え生物等の譲渡等） 

第１８条    実験責任者は、他の機関等に遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供し、

又は委託して使用等をさせる場合（以下「譲渡等」という。）は、あらかじめ遺

伝子組換え生物等の譲渡等計画書（様式６）により、学長に届け出なければなら

ない。 

２．  学長は、前項の届け出があった場合は、譲渡等を行う遺伝子組換え生物等に関

して委員会に意見を求め、その結果を考慮のうえ、譲渡等について可否の判断を

するものとする。 

 

（情報の提供） 

第１９条    実験責任者は、前条に定める届け出が受理された場合は、施行規則に定める

場合を除き、遺伝子組換え生物等の譲渡若しくは提供を受け、又は委託を受けて

使用等をする者（以下「譲受者等」という。）に対し、その都度施行規則に定め

る事項に関して、遺伝子組換え生物等に関する情報提供書（様式７）により、情

報の提供を行わなければならない。ただし、同一の情報を提供すべき遺伝子組換

え生物等の譲受者等に対する２回以上に渡る譲渡等であって、譲受者等が既に

承知している場合は、最初の譲渡等に際してのみ情報の提供を行うものとする。 
２．  前項に定める情報の提供は、次の各号のいずれかの方法によるものとする。た

だし、第２号又は第３号の方法による場合においては、必ず譲受者等に対し、受

信確認をしなければならない。 
(1) 文書の交付 
(2) ファクシミリ装置を利用する送信 
(3) 電子メールを利用する送信 

３．  実験責任者は、譲渡等に際して提供した情報を記録、保管するものとし、その

写しを大学事務局業務課（以下「業務課」という。）に提出するものとする。 

 

（教育訓練） 

第２０条    実験責任者は、承認を与えられた遺伝子組換え実験の開始前に実験従事者に

対し、遺伝子組換え生物等規制法及び二種省令を熟知させるとともに、次の各号

に掲げる教育訓練のうち、個々に必要な教育訓練を行わなければならない。 
(1) 実験分類に応じた微生物、動物、植物等の安全な取扱技術 

(2) 実験分類に応じた拡散防止措置に関する知識及び技術 

(3) 核酸供与体、宿主、ベクターの生存能力、伝播性等に関する知識 

(4) 実施しようとする遺伝子組換え実験の危険度に関する知識 
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(5) 事故等の発生時における措置に関する知識 

 
 
（事故等発生時の措置） 

第２１条    遺伝子組換え実験施設において、事故（災害を含む。以下「事故等」という。）

を発見した者は、直ちに実験責任者に通報しなければならない。 

２． 前項の通報を受けた実験責任者は、直ちに遺伝子組換え実験施設の使用禁止又

は立ち入り禁止の措置を講じ、学長及び委員会委員長並びに安全主任者に連絡

するとともに、遺伝子組換え実験施設の消毒等必要な措置をとらなければなら

ない。 

３．  前項の連絡を受けた学長及び委員会委員長並びに安全主任者は、事故等により

二種省令に定める拡散防止措置を執ることができないと判断した場合は、事故

の状況及び執った措置の内容を遺伝子組換え生物等規制法に基づき速やかに文

部科学大臣に届け出なければならない。 
４．  実験責任者は、事故等の結果、身体に異常をきたした者又は異常をきたす恐れ

のある者が生じた場合は、ただちに学校医等の医師に連絡し、その指示に従わな

ければならない。 
５．  委員会は、事故等発生時の状況及び経過等について調査を行い、必要な処置及

び改善策等について学長に助言又は勧告をしなければならない。 
 

（定期報告） 

第２２条    実験責任者は、承認を受けた遺伝子組換え実験の実施状況等について、実験

期間中の年度末に遺伝子組換え実験定期報告書（様式１２）により委員会に報告

を行なわなければならない。 

 

（記録の保管） 

第２３条    実験責任者は、次の各号に掲げる事項を確実に記録し、その記録を５年間保

存しなければならない。 

(1) 遺伝子組換え実験計画書及び遺伝子組換え実験の記録 

(2) 遺伝子組換え生物等の授受及び保存並びに廃棄に関する記録 

(3) 事故等が発生した場合の経過及び措置に関する記録 

(4) 遺伝子組換え実験施設への出入り者の氏名及び目的等に関する記録 

２．  実験責任者は、前項各号の記録の写しを業務課に提出するものとする。 

 

（学生実験における遺伝子組換え実験） 

第２４条    学生実験において遺伝子組換え実験を実施する場合は、この規程にかかわら

ず、実験指導者が次の各号に定める安全確保に関する措置を講じることにより

実施することができるものとする。 

(1) 遺伝子組換え実験には、別表に定める宿主－ベクター系及び供与核

酸の組み合わせを用いること 

(2) 二種省令に定めるＰ１レベルの拡散防止措置を執ること 

(3) 実験従事者を適切に指導するとともに、当該遺伝子組換え実験全体

の 

管理及び監督にあたること 

(4) 実験従事者の名簿、実験場所、実験日時、実験に用いる宿主－ベクタ

ー系及び供与核酸並びに  遺伝子組換え生物等の廃棄の方法を、学

生実験における遺伝子組換え実験実施記録（様式９）により記録し、

保存すること 

 
 
２．  実験指導者は、遺伝子組換え実験の実施について、あらかじめ学生実験におけ
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る遺伝子組換え実験同意申請書（様式８）により、委員会委員長及び学部長等の

同意を得なければならない。 
 

（庶 務） 

第２２条    この規程に基づく庶務は、業務課が行う。 

 

 

（改 廃） 

第２３条    この規程の改廃は、委員会及び大学評議会の議を経て学長が定める。 

 

 

   附    則 

１．  この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

２．  この改正は、日本国が生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関す

るカルタヘナ議定書の締約国となり、この議定書の的確かつ円滑な実施を確保

することを目的とした「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様

性の確保に関する法律（平成１５年６月１８日法律９７号）」が施行され、「組換

えＤＮＡ実験指針（平成１４年１月３１日文部科学省告示第５号）」が廃止され

たことに伴い行うものである。 
１．  この改正規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成２０年７月１６日から施行する。 

１．  この改正規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
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東京工科大学病原体等の使用及び管理に関する規程 
 
（目 的） 

第１条   この規程は、実験室バイオセーフティ指針並びに感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律等の関係法令等に基づき、東京工科大学（以下「本学」

という。）における病原体等の安全な使用及び管理に関し必要な事項を定め、もっ

て病原体等に起因する事故等を未然に防止することを目的とする。 
 

（用語の定義） 
第２条   この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 病原体等とは、ウイルス、細菌、真菌、寄生虫、プリオン並びに微生物の

産生する毒素で、人体で危害を及ぼす要因となるものをいう。 

(2) バイオセーフティレベル（以下「BSL」という。）とは、使用及び管理する

病原体等の取り扱いレベルをいう。 

(3) 病原体等管理責任者とは、病原体等の使用及び管理について専門的知識

及び技術を有する者であり、病原体等の危険性及び事故等が発生した場合

の必要な措置について十分な知識を有する者をいう。 

(4) 実験従事者とは、病原体等管理責任者の監督・指導のもとで病原体等の

使用及び管理に携わる者をいう。 

       (5) 管理施設とは、BSLに応じて病原体等を管理する施設をいう。 

 

（BSLの区分） 

第３条   本学における病原体等の BSLの区分は、次表に定めるとおりとする。ただし、BSL

の区分が次表に該当しない病原体等については、第７条に定める病原体等管理委員

会において審議のうえ、BSLの区分を決定するものとする。 

      

区分 区分の内容 

BSL1 ヒトに疾病を起こす見込みのないもの 

BSL2 

ヒトに感染すると疾病を起こし得るが、病原体等管理者や関連者

に対し、重大な健康被害を起こす見込みのないもの。また、実施

室内の曝露が重篤な感染を時に起こすこともあるが、有効な治療

法、予防法があり、関連者への伝幡のリスクが低いもの 

BSL3 

ヒトに感染すると重篤な疾病を起こすが、通常、感染者から関連

者への伝幡のリスクが低いもの。有効な治療法、予防法があるも

の 

BSL4 

ヒトに感染すると重篤な疾病を起こし、感染者から関連者への伝

幡が直接または間接に起こり得るもの。通常、有効な治療法、予

防法がないもの 

 

（適用範囲） 

第４条   この規程は、病原体等のうち、BSL1及び別表 1に定める BSL2の病原体等を取り

扱う実験等に適用するものとし、BSL3及び BSL4の病原体等を取り扱う実験につい

ては実施することができないものとする。 

 

（病原体等管理責任者の責務） 

第５条     病原体等管理責任者は、関係法令等及びこの規程を遵守し、病原体等を適正に使

用及び管理することにより、病原体等による事故等の防止に努めなければならない。 
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（病原体等管理責任者の職務） 

第６条     病原体等管理責任者は、次の各号の職務を行う。 

(1) 病原体等の使用、管理施設、病原体等の移動又は受入れの申請に関するこ

と 

 (2) 病原体等の適正かつ安全な使用及び管理に関すること 

(3) 病原体等の適正な廃棄に関すること 

(4) 実験従事者の教育及び訓練に関すること 

(5) その他、学長から指示又は命令された事項に関すること 

 

（病原体等管理委員会） 

第７条     学長は、病原体等の安全な使用及び管理の適正な実施を図るため、東京工科大学

病原体等管理委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２．   委員会は、学長からの諮問を受け、病原体等管理責任者より申請された病原体等

の使用、管理施設、病原体等の移動又は受入に関し、審査を行うものとする。 

３．   委員会は、審査を行った結果を病原体等審査結果報告書（様式 3）により、学長

に報告しなければならない。 

４．   委員会は、病原体等を使用及び管理している病原体等管理責任者から、関係法令

等及びこの規程への適合性並びに事故等の防止に係わる必要事項に関し、定期的に

報告を求めることができる。 

５．   前各項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は別に定める。 

 

（申請手続き） 

第８条     前条に定める手続きは、病原体等管理責任者が、病原体等を使用し、当該病原体

等を管理する場合にあっては、病原体等使用申請書（様式 1）により、また、新た

に病原体等管理施設を申請する場合にあっては、病原体等管理施設申請書（様式 2）

により、あらかじめ病原体等管理責任者が所属する組織の長（複数学科を設置する

学部については学部長及び学科長、以下「学部長等」という。）の了承を得た後に

学長に申請するものとする。 

  

（病原体等の使用及び管理の承認） 

第９条    学長は、申請のあった病原体等の使用及び管理施設について委員会に審査を求め、

その審査結果を考慮のうえ、承認の可否を決定する。 

２．  学長は、前項の決定をすみやかに病原体等管理承認通知書（様式 4）により当該病

原体等管理責任者に通知するとともに、当該学部長等にその写しを送付するものと

する。 

 

（病原体等の譲渡又は提供等） 

第１０条   病原体等管理責任者は、他の大学又は研究機関等（以下「他の機関等」という。）

から病原体等の譲渡若しくは提供を受ける場合又は他の機関等に病原体等を譲渡

若しくは提供する場合は、病原体等移動又は受入申請書（様式 5）により、あらか

じめ学部長等の了承を得た後に学長に申請するものとする。 

２．  学長は、前項の申請があった場合は、委員会に審査を求め、その審査結果を考慮

のうえ、病原体等の譲渡若しくは提供を受け、又は譲渡若しくは提供することにつ

いて承認の可否を決定する。 

３．  学長は、前項の決定をすみやかに病原体等管理承認通知書（様式 4）により当該

病原体等管理責任者に通知するとともに、当該学部長等にその写しを送付するもの

とする。 

 

（設備等及び管理施設の運用） 

第１１条   病原体等管理責任者は、病原体等の使用及び管理にあたっては、病原体等の BSL

の区分に応じ、別表 2に定める設備等及び運用基準により適正に実施しなければな

らない。 
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（運搬における危険防止措置） 

第１２条   病原体等管理責任者は、次の各号に定める危険防止措置を執ることにより、病原

体等を安全に運搬しなければならない。 

(1) 病原体等が漏出・拡散しない構造の容器に入れること 

(2) BSL2 の病原体等を運搬する場合は、外側の容器の見やすい箇所に、BSL2
の病原体等であることを表示すること 

 

（廃 棄） 

第１３条  病原体等管理責任者は、承認を受けた病原体等を廃棄する場合は、消毒用アル

コール等で消毒し、オートクレーブ滅菌したのちに専用の容器に封入のうえ、感染

性廃棄物として廃棄しなければならない。 

２．  病原体等管理責任者は、病原体等を廃棄する場合は、病原体等廃棄届（様式 6）

を委員会に提出しなければならない。 

 

（実験従事者に対する安全教育） 

第１４条  病原体等管理責任者は、病原体等を使用する実験従事者に対し、次の各号に定め

る事項について安全教育を実施しなければならない。 

(1) 病原体等の危険性に関する事項 

(2) 病原体等の取り扱い及び安全な実験操作に関する事項 

(3) 病原体等の管理に関する事項 

(4) 実験後の消毒滅菌及び廃棄物処理に関する事項 

 

（事故等発生時の措置） 

第１５条  病原体等の管理施設において、事故（災害を含む。）が発生した場合は、直ちに

病原体等管理責任者に通報しなければならない。 

２．  前項の通報を受けた病原体等管理責任者は、直ちに病原体等の管理施設の使用禁

止又は立ち入り禁止の措置を講じ、学長及び委員会委員長に連絡するとともに、施

設の消毒等必要な措置をとらなければならない。 

３．   病原体等管理責任者は、事故の結果、身体に異常をきたした者又は異常をきたす

恐れのある者が生じた場合は、ただちに学校医等の医師に連絡し、その指示に従わ

なければならない。 

４．   委員会は、事故等発生時の状況及び経過等について調査を行い、必要な処置及び

改善策等について学長に助言又は勧告をしなければならない。 

 

（定期報告） 

第１６条  病原体等管理者は承認を受けた病原体等の使用及び管理状況並びに病原体等管

理施設の状況について、毎年度末に病原体等管理及び病原体等管理施設定期報告書

（様式 7）により委員会に報告しなければならない。 

 

（庶 務） 

第１７条   この規程に基づく庶務は、大学事務局業務課が行う。 

 

（改 廃） 

第１８条   この規程の改廃は、委員会及び大学評議会の議を経て、学長が定める。 

 

 

 

   附    則 

１．  この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 
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同一法人設置校 日本工学院専門学校の校舎基準面積の算出 

 

 

 日本工学院専門学校の校舎基準面積を専修学校設置基準（昭和 51 年文部省令第 2

号）に基づき、以下のとおり算出する。 

 

 

○平成 30 年度日本工学院専門学校収容定員 5,390 名 

 

○基準面積の計算 

  

課 程 

（設置基準の分野） 

定員 

（人） 

別表第 2 （㎡） 

イ 基準面積 ロ 加算面積 

工業専門課程 

（工業） 
2,710 

 

8,270 

【260+3.0×(課程総定員-40)】 

 

8,190 

 【180+3.0×(課程総定員-40)】 

芸術専門課程 

（文化教養） 
2,600 

 

6,600 

【200+2.5×(課程総定員-40)】 

 

6,540 

 【140+2.5×(課程総定員-40)】 

医療専門課程 

（医療） 
80 

 

380 

【260+3.0×(課程総定員-40)】 

 

300 

 【180+3.0×(課程総定員-40)】 

総定員 5,390 ――――― ――――― 

 

○基準面積の算出 

 

 ①上表の「イ 基準面積」のうち、最大となる面積・・・・・8,270 ㎡    

 ②上表の「ロ 加算面積」のうち、上記「最大となる面積」の課程以外の課程における 

「ロ 加算面積」の面積                  ・・・・・6,540 ㎡＋300 ㎡ 

  

 

日本工学院専門学校校舎基準面積（①＋②） 15,110 ㎡ 

 

 

資料１５ 

 



 

資料１６ 
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学生の確保の見通し等を記載した書類 

     

 

１ 学生の確保の見通し、及び申請者としての取り組み状況 

＜１＞ 学生確保の見通し 

 ア 定員充足の見込み  

    東京工科大学大学院デザイン研究科は、2010 年に新設した東京工科大学デザイン学部

を基礎とするものである。定員充足の見通しは、現在の学部生が多数進学を希望すること

がアンケート結果から予想されており、定員充足は十分に可能である。 

本研究科の進学対象となる本学デザイン学部における 2010 年度入試（開設初年度〜

2018 年度入試）までの入学志願状況は資料 1 に示す通り、十分な数の志願者を有してお

り、今後も志願者数については問題がないと考えられる。また、資料 2に示す通り、都内

のデザイン系の他大学院でも十分な数の志願者を集めている。そして、本研究科の入学定

員 10 名の設定に関しては、本学デザイン学部の入学定員 200 名に対し、本研究科の入学

定員は 10名で学部の定員に対する割合は 5%となっており、アンケート結果から、進学希

望者の割合は 2年次生 12％、3年次生 7.5％となっているので、まったく問題がないと考

える。 

 

 イ 定員充足の根拠となる客観的データの概要 

    本学部 2 年次、及び 3 年次に在籍する学生に大学院構想についてアンケートを実施し

た。（資料 3） 

  （A）2017 年 9月 26、27 日に実施した本学デザイン学部 2年次生のアンケート（資料 4）に

よると本研究科進学を希望している割合は 12%（アンケート回答数 175 名に対し 21名

が希望）である。 

  （B）2017 年 9月 28 日に実施した本学デザイン学部 3年次生のアンケート（資料 5）による

と、本研究科を希望している割合は 7.5%（アンケート回答数 189 名に対し「視覚デザ

インコース」が 6名、「工業デザインコース」が 8名で合計 14名が希望）である。 

     以上のアンケート結果から、２年次生の希望者（21名）、3年次生の希望者（14名）以

外に潜在的な入学者層が認められる他、他大学等からの者も含めると学生確保上の不

安要素はない。 
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 ウ 学生納付金の設定の考え方 

 

   本研究科の教育研究の目標を達成するうえで必要な人件費及び経常的な経費を賄い中長 

期的に安定した運営を実現するため、本研究科の納付金は以下の通りとする。 

 

      入学金     授業料   施設設備・教材費  その他の費用      計 

 初年度  250,000     1,095,000          0                1,750        1,346,750 

 ２年目          1,115,000            0                    0        1,115,000 

                                                                          2,461,750             

  

     本研究科の入学初年度の納付金（1,346,750 円）は、首都圏にあるデザイン系の大学院を 

有する私立 4校（多摩美術大学、武蔵野美術大学、東京造形大学、女子美術大学）の納付金 

と比較して低廉である。また初年度授業料（1,095,000 円）に関しては他大学 4校の授業料  

を平均した金額であり妥当だと考えられる。 

 

＜２＞ 学生確保に向けた具体的な取り組み状況 

   多様な表現手法が幅広い展開を示す現代のデザインの仕事においては、従来のデザイン 

  教育で身につけたデザインスキルでは十分に対応することは難しく、より独創的で高度の 

  発想、提案力が求められる。そのような状況を踏まえ、専門職業人としての能力形成の上で 

  大学院進学が持つ意義を、「大学院構想についてのアンケート」を実施した際にレクチャー 

  を行った。（本学デザイン学部 2年次、3年次生の364 名） 

   本学のデザイン教育の特色は、1、2年次においてデザインワークに必要な基礎力を身に 

つけ、3年次からコース、専攻を選択し、専門性を学ぶカリキュラムを組んでいることであ 

るが、その指導の中でより高い専門性を身につける大学院に進学し、より高度なスキルを身 

に付けたいと考える学生が数多く存在することを把握している。 

   今後は本学デザイン学部生に対して 1 年次の早い段階から、各授業や演習内で大学院進

学を意識させ、また保護者についても保護者懇談会において大学院相談についての専用の

コーナーを設け、教員がその意義に理解を求めるなど、学生確保に向けた PR 活動を行う。

さらに、本学デザイン学部生に対して年に 3回、大学院の説明会を開催し、選考方法、学費

といった内容の説明も行う。また、本学外の大学院進学希望者向けに大学院専用の web ペー

ジを設け、教育研究についての情報発信を行うなど注力していく。 
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 ２ 人材需要の動向等社会の要請 

＜１＞ 人材の要請に関する目的その他の教育研究上の目的 

本学デザイン学部においては、五感を駆使した「感性教育」とコンピューターを駆

使した「スキル教育」を両輪として、実社会で役立つ発想力や問題解決力を身につけ

るべく教育を行ってきた実績がある。前世紀にはない新たなメディアが創出されて美

術表現が多様な展開を示す現代において、本学研究科は、学部教育で達成された感性

とスキルの融合をさらに発展させ、本学に整備されている先端的な機材を駆使して専

門性をさらに強化し、最新のスキルを用いつつも、人間の感性を重視した新たな「表

現」によるデザインを提案する。またデザインに不可欠なプランニング能力の向上に

も力を入れ、多様な展開にも柔軟に、かつ的確に対応出来るよう教育する。アートは

表現自体を目的とするのに対し、デザインは実用性と社会性という目的を持って制作

されるものといえようが、本研究科では新たな表現を実社会にとって有用なデザイン

制作にいかせるデザイナーの育成を目標とする。 

 

＜２＞ 上記＜１＞が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的 

な根拠 

 

     ①社会的な人材需要の動向を踏まえたものであることの客観的な根拠。 

 デザインに関係する業種について、代表的なものだけでも「インダストリアル」「グ

ラフィック」「インテリア」「エクステリア」「パッケージ」「ディスプレイ」「ゲーム」

「アニメ」「マルチメディア」が挙げられ、多様な展開を続ける各業種において、デザ

イナーの需要は増加し続けている反面、業種全体が慢性的な人材不足の傾向にある。

それに伴いデザイナーの数は 2000 年に 16.1 万人、2005 年に 16.5 万人、2010 年には

18.0 万人と堅調に増加している。（経済産業省 デザイン関係統計資料の中の 3、１）

総務省「国勢調査」’10）（資料 6）先進的な飛躍を急速に遂げている現代における

デザイナーの社会的な役割は単なるモノづくりの仕事という旧来的なことに加え、

様々なマルチメディアなどの先進的な要素を融合させ、近未来を見据えた新しいデザ

インの価値を創造し社会に貢献することであり、企業側はそれらを具現化するべく多

様なデザインスキルを持った人材を必要としている。しかしながらデザイン教育を実

践するほとんどの大学では、特定の専門的なデザインスキルを養成することを目的と

しており、専門性を超えた多様なデザインスキルを備えた人材育成は途上にある。本

学研究科での教育方針は新しい社会のニーズに対応した独創的な発想と高度で最新

のテクノロジーを活用したデザインによる問題解決を提案できる人材の養成であり、
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様々な表現スキルを身につけた学生の需要は、今後一層の発展が期待されるメーカー

や広告関連企業、映像関連企業をはじめ、その他デザインに関係する各企業で多く見

込まれる。以上のことから本研究科設置の目的は、社会的な人材需要の動向等を踏ま

えたものであると言える。 

②地域的な人材需要の動向を踏まえたものであることの客観的な根拠

本学の所在地である東京都大田区は、戦後から工業の街として大きく発展し、工場

数と従業員数で東京都の市区町村中第一位、製品出荷額は第三位（工業統計調査報告 

平成 20年現在）となっており、日本を代表する、いわば「ものづくりの町」である。 

しかしながら、工場数や従業員数は昭和 60 年頃から減少傾向にあり、「後継者不足」 

や「海外や地方での生産移行による製造量の減少」などの問題が喫緊の懸案事項にな

っている。それを踏まえ、大田区では「大田区産業振興基本戦略」（資料 7 検討委員

会報告書）として工業集積の維持、発展を図るために様々な支援を実施している。中

でも事業の高度化に伴う工場の拡張、ものづくり人材の育成、新製品・新技術の開発

支援、産学連携の促進などの強化を図っている。また羽田空港の国際化などの地域特

性を生かしつつ、新市場の開拓支援や新規成長産業の創出に取り組み、大田区のもの

づくりを国内外に発信することに注力するという基本戦略を立てている。この戦略を

具現化する上で、様々なデザインスキルを持った人材は欠かすことのできない要素と

言える。 

本学デザイン学部の卒業生も区内の企業に就職し、学部で身につけたデザインスキ

ルを発揮し活躍しているが、本研究科での教育方針やカリキュラムが、内容的に前述

の「大田区産業振興基本戦略」に沿うものがあり、特に「ものづくり人材の育成」「環

境に優しいものづくり」という部分で合致している。「ものづくり人材の育成」という

点では、単にデザインを案ずる能力以外にも発想力や企画力、またコミュニケーショ

ン能力やプレゼンテーション能力が必要不可欠であり、「環境に優しいものづくり」と

いう点ではサステイナブル社会を見据えた多角的な提案力が必要である。これらの能

力を培うことは本研究科のカリキュラム「コミュニティとデザイン」「サステイナブル

デザイン」等によって可能であり、養成すべき人材像に不可欠な要素でもある。これ

ら多様なデザインスキルを備えた学生が、製造業や印刷業を中心とした区内の企業に

就職し、能力を発揮することで各企業の活動が盛んになり、区内産業が大きく発展す

る可能性があるばかりではなく、大学院と企業が独自の研究開発を展開していく「産

官学連携」などの社会的規範に繋がる効果も期待できる。以上のように、本研究科設

置の目的は、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであると言える。 
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年度 定員数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 倍率

平成25年度 200 731 711 470 216 1.5

平成26年度 200 670 655 532 218 1.2

平成27年度 200 1,123 1,096 534 225 2.1

平成28年度 200 1,004 979 579 216 1.7

平成29年度 200 1,205 1,182 547 221 2.2

東京工科大学デザイン学部入試結果

資料１
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東京工科大学大学院「デザイン研究科（仮称）」に関するアンケート調査 

 

東京工科大学では、新たな大学院研究科として「デザイン研究科（仮称）」の開設を構想し

ています。（「研究科」というのは大学院における「学部」のようなものです）。このアン

ケート調査は、大学院について皆さんの関心度や進学の希望などについて伺うことで、構想

を具体的に検討していくための基礎的な資料とするものです。 

回答は、各設問について該当する番号を解答欄に記入してください。 

なお、アンケートの結果は、統計資料としてのみ用い、他の目的で使用することはありませ

ん。 

 

【デザイン研究科開設構想】 

 

東京工科大学では、デザイン分野の大学院を作ることを構想しています。 

大学院とは、大学卒業後に大学で学んだことをさらに深めて研究・制作する場です。 

 

デザイン学部では、コンピュータを用いたスキル教育と豊かな表現力をはぐくむ感性教育と

を教育の両輪として、社会的に関心の高いテーマについて独創的な発想や問題解決力を持っ

てデザインの提案をすることができるように指導を行ってきましたが、学部の次の展開とし

て、こうした内容を発展させ、ビジュアル・インダストリアルの両分野のデザインをより深

く学べる場である大学院「デザイン研究科」（仮称）を設けることを構想しています。 

この研究科では、さらに専門的なデジタルスキルを学び、より創造性を重視した「表現」に

よって、社会に役立てるような実学的なデザインの教育を行いたいと考えています。 

現代の世界的なテーマとしての、資源の再利用などを考えた循環型社会への提案や、人々が

生活するコミュニティとの関わりなどについて、クリエイティブな表現力によって新たなデ

ザインを生み出すデザイナーやデザイン研究者などを養成したいと思っています。 

 

 

◆ 開設する研究科・専攻 (案) 

 

研究科名 専攻名 課程 入学定員 

デザイン研究科 デザイン専攻 修士課程 10 名 

 

◆開設時期 ：平成 31年 4月 

◆開設場所 ：蒲田キャンパス 

◆学費   ：バイオ・情報メディア研究科と同額 

◆就学支援 ：大学院奨学金制度、TA制度 

 

注) 上記の研究科・専攻名、課程、入学定員及び開設時期、開設場所、学費等は全て構想中で

あり、正式に決定したものではありません。 
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●あなたの学年を教えて下さい。 

                    （   ）年  

●3年生におたずねします。あなたの専攻を教えて下さい。 

                    （   ）専攻 

           

 

設問１  大学院に進学し勉強することに興味がありますか。         【回答欄】 

      １．興味がある  

      ２．興味はない 

       

 

 

 

設問２  設問１で「１.」と回答した方におたずねします。 

     大学院で勉強する時期について、現在どのように考えていますか。 

      １． 卒業したら、すぐに続けて勉強したい 

      ２． 卒業して何年かしたら、入学して勉強することも考えてみたい 

      ３. 将来もしかしたら、入学して勉強することがあるかもしれない      

と思う 

       

 

 

 

設問３  設問２で「１.」又は「２.」と回答した方におたずねします。 

構想中の「東京工科大学大学院デザイン専攻」への進学を希望しますか。 

      １．はい 

      ２．いいえ  

       

 

 

 

設問 4  設問 3で「１.」と回答した方におたずねします。 

東京工科大学大学院デザイン専攻のどの分野の勉強を希望しますか。 

      １．視覚デザイン分野 

      ２．工業デザイン分野  

       

 

 

 

 

以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。 

 

 

 

 



２年次生の結果 29年9月26・27日実施 175名対象

設問1 大学院に進学し勉強することに興味がありますか。　175名中

設問2 設問1で「興味がある」と回答した人対象　「大学院で勉強する時期」　82名中

設問3 設問2で「1」または「2」と回答した人対象　「工科大デザイン専攻への進学を希望するか」　46名中

設問4 設問3で「1」と回答した人対象　「大学院デザイン専攻のどの分野を希望しますか」　21名中

東京工科大学大学院「デザイン研究科（仮称）」アンケート調査結果

（207名在籍　31名欠席　1名不備解答）

興味がある 82名 ４７％ 興味がない 93名 ５３％

引続き 35名 ４３％
何年かしたら

11名 １３％
将来もしかしたら 36名 ４４％

希望する 21名 ４６％ 希望しない 25名 ５４％

視覚デザイン分野 13名 ６２％ 工業デザイン分野 8名 ３８％

資料４
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３年次生視覚デザインコースの結果 29年9月28日実施 109名対象
（120名在籍　11名欠席）

設問1 大学院に進学し勉強することに興味がありますか。　109名中

設問2 設問1で「興味がある」と回答した人対象　「大学院で勉強する時期」　34名中

設問3 設問2で「1」または「2」と回答した人対象　「工科大デザイン専攻への進学を希望するか」　14名中

設問4 設問3で「1」と回答した人対象　「大学院デザイン専攻のどの分野を希望しますか」　6名中

３年次生工業デザインコースの結果 29年9月28日実施 80名対象

設問1 大学院に進学し勉強することに興味がありますか。　80名中

設問2 設問1で「興味がある」と回答した人対象　「大学院で勉強する時期」　23名中

設問3 設問2で「1」または「2」と回答した人対象　「工科大デザイン専攻への進学を希望するか」　16名中

設問4 設問3で「1」と回答した人対象　「大学院デザイン専攻のどの分野を希望しますか」　8名中

東京工科大学大学院「デザイン研究科（仮称）」アンケート調査結果

（92名在籍　7名欠席　5名不備解答）

興味がある 34名 ３１％ 興味がない 75名 ６９％

引続き 7名 ２０％ 何年かしたら 7名 ２０％ 将来もしかしたら 20名 ５９％

希望する 6名 ４３％ 希望しない 8名 ５７％

視覚デザイン分野 6名 １００％

興味がある 23名 ２９％ 興味がない 57名 ７１％

希望する 8名 ５０％
希望しない 8名 ５

０％

工業デザイン分野 8

名 １００％

引続き 10名 ４４％ 何年かしたら 6名 ２６％ 将来もしかしたら 7名 ３０％

資料５
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１.統計資料

デザイン業・デザイナーを取りまく現状について、公開されている各種統計データ、デザインに関する国内外の文献
を収集・調査したものを紹介します。 

１．デザインに関する事業所 
１）事業所数の推移：デザイン業の事業所数は近年減少傾向
 2014年のデザイン業の事業所数は9,010となっています。過去の推移をみると、2009年には10,000

超となりましたが、その後は減少が続いています。
 2009年から 2014年の 5年間に 15%の事業所数減少が見られ、厳しい業界環境がうかがえます。

デザイン業の事業所数の推移（単位：件） 

2006年 2009年 2012年 2014年 
全産業 5,722,559 5,886,193 5,768,489 5,649,632 
デザイン業 9,904 10,578 9,080 9,010 
構成比 0.17% 0.18% 0.16% 0.16% 

増加率 - +6.8% -14.2% -0.8%
資料：総務省「事業所・企業統計調査」(’06)、総務省「経済センサス」(’09,’12,’14) ※全産業からは民営事業所のみ 

資料：総務省「事業所・企業統計調査」(’06)、総務省「経済センサス」(’09,’12,’14) ※全産業からは民営事業所のみ 

デザイン業の従業者数（単位：人） 
2006年 2009年 2012年 2014年 

全産業 

総数 54,184,428 58,442,129 55,837,252 59,892,274 

男 31,097,080 33,087,727 31,355,187 32,984,908 

女 23,087,348 25,261,278 24,302,231 26,822,037 

デザイン業 
総数 47,159 47,163 41,254 40,563 
男 28,368 27,813 24,138 23,395 
女 18,677 19,350 17,116 17,168 

比率 0.09% 0.08% 0.07％ 0.07% 
資料：総務省「事業所・企業統計調査」(‘06)、総務省「経済センサス」(’09,’12,’14)※全産業からは民営事業所のみ 
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２）事業所の構成：従業者数 10人未満、売上高 1億円未満の小規模事業所が 9割に
 事業所数を従業者規模別にみると、｢4人以下｣が 78％を占めます。これに｢5～9人｣の 14％を加える

と、9割超が 10人未満の小規模事業所となっています。
 売上高規模別には｢1千万円未満｣が 41％、｢1千万円以上 3千万円未満｣が 28％、｢3千万円以

上 1億円未満｣が 22％と、売上高 1億円未満の事業所が 9割を超えています。

従業者規模別 事業所数（2014年、単位：件） 

資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’14)

売上げ規模別 事業所数（2014年、単位：件） 

売上高規模 事業所数 比率 
1千万円未満 3,321 40.7% 
1千万円以上 3千万円未満 2,292 28.1% 
3千万円以上 1億円未満 1,829 22.4% 
1億円以上 10億円未満 708 8.7% 
10億円以上 11 0.1% 

合計 8,161 100.0% 
資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’14) 

事業所あたりの従業者数（単位：人） 

2006年 2009年 2012年 2014年 
全産業 9.5 9.9 9.7 10.6 
デザイン業 4.8 4.5 4.5 4.5 

３）事業所の都道府県分布：事業所の約半数が東京都・大阪府に立地
 デザイン業の事業所の約半数が東京都(36％)、大阪府(14％)に立地しています。
 愛知県(6％)、神奈川県(5％)、福岡県、北海道、兵庫県、京都府(各 2％)がこれに次ぎますが、トッ

プ 2都府との事業所数の開きは大きく、大都市集中型の事業所分布であることがうかがえます。

従業員規模 事業所数 比率 
1～4人 6,367 78.0% 
5～9人 1,163 14.3% 
10～29人 554 6.8% 
30～49人 51 0.6% 
50～99人 20 0.2% 
100人以上 5 0.1% 

合計 8,160 100.0% 
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都道府県別、事業所数（2014年、単位：件） 

資料：経済産業省｢特定サービス産業実態調査｣(‘14) 

２．デザイン業の経営状況 
１）売上高の推移：売上高は横ばいないしは減少基調
 2014年のデザイン業の年間売上高は 3,240億円となっています。
 対前年比で 2013年には 11％、2014年には 7％のマイナスとなっており、デザイン業を取り巻く経営環

境は厳しい状況にあると言えます。

デザイン業の年間売上高の推移（単位：百万円） 

2009年 2010年 2012年 2013年 2014年 
全産業 1,368,019,600 1,385,742,600 1,374,510,500 1,409,157,200 1,447,842,500 

デザイン業 387,030 324,973 392,761 348,748 324,006 
資料：財務省「法人企業統計」(’09,’10,’12~’14)、経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’09,’10,’13,’14)、総務省「経済センサ
ス」(‘12)

２）売上高の構成：デザイン業の売上高の多くが、従業者 30人未満の事業所
 従業員規模別にみると、30人未満の事業所が売上高の 86％を占めます。一方で、事業所数の 1％に

満たない 30人以上の事業所が 14％の売上高を計上しています。
 事業従事者 5人以上の事業所において、業務種類別に売上構成をみると、グラフィックデザインが6割を

占めており中核業務となっていることが分かります。

従業者規模別 年間売上高（2014年、単位：百万円） 
従業者規模 年間売上高 比率 

4人以下 96,814 29.9% 
5～9人 81,321 25.1% 
10～29人 101,094 31.2% 
30～49人 19,685 6.1% 
50～99人 18,664 5.8% 
100人以上 6,427 2.0% 

合計 324,005 100.0% 
資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’14) 
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業務別 年間売上高（2014年、単位：百万円） 
業務 年間売上高 比率 

デザイン業務（主業） 303,147 93.6% 
その他業務（従業） 20,859 6.4% 

合計 324,005 100.0% 
資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’14) 

業務種類別 年間売上高（事業従業者数 5人以上、単位：百万円） 

2009年 2010年 2013年 2014年 
業務業種別 売上高 比率 売上高 比率 売上高 比率 売上高 比率 

インダストリアル 15,555 5.7％ 11,428 4.9％ 11,607 5.5％ 11,806 5.5％ 

グラフィック 168,708 61.4％ 143,299 61.7％ 126,180 59.3％ 122,839 57.5％ 

インテリア 12,301 4.5％ 9,621 4.1％ 7,252 3.4％ 11,289 5.3％ 

パッケージ 17,261 6.3％ 16,896 7.3％ 15,303 7.2％ 13,514 6.3％ 

ディスプレイ 14,342 5.2％ 10,596 4.6％ 7,563 3.6％ 9,291 4.3％ 

テキスタイル
ファッション

8,328 3.0％ 10,652 4.6％ 12,383 5.8％ 8,835 4.1％ 

マルチメディア 20,131 7.3％ 15,087 6.5％ 12,577 5.9％ 15,245 7.1％ 

その他 17,997 6.6％ 14,688 6.3％ 19,807 9.3％ 20,841 9.8％ 

全体 274,625 100.0％ 232,269 100.0％ 212,673 100.0％ 213,659 100.0% 

資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’09,’10,’13,’14) 

３）デザイン業の年間売上高の都道府県分布：売上高の 50％が東京都に集中
 年間売上高の 6割超が東京都(48％)、大阪府(14％)と、大都市集中型の産業構造がうかがえます。
 愛知県(6％)、福岡県(4％)がこれに次ぎますが、東京に比べるとそのとの差は 8倍以上となっています。

デザイン業を主業とする事業所の都道府県別、年間売上高（2014年、単位：件） 

資料：経済産業省｢特定サービス産業実態調査｣(‘14) 
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４）デザイン経済規模の国際比較：欧米主要国と比して小さい日本のデザイン業の経済規模
 欧米主要国のデザインの経済規模を比較すると、米国が飛びぬけて大きくなっています。
 日本は、英国やオーストラリア等に次ぐ水準となっています。

主要国のデザイン業の経済規模（2014年） 

国名 経済規模(百万ドル) 
日本 3,175 
米国 50,000 
英国 9,362 
カナダ 2,000 
オーストラリア 5,362 

資料：経済産業省｢特定サービス産業実態調査｣(‘14)、IBISWorld, “Industry Market Research”(’15.8) 

 日・米・英のデザインの経済規模比較では、米国が飛びぬけて大きく、次いで英国、日本となっています。

日・米・英のデザイン業の経済規模（2014年） 

国名 経済規模(百万ドル) 
日本 3,175 
米国 19,187 
英国 3,891 

資料：日本:経済産業省｢特定サービス産業実態調査｣(‘14) 
米国:U.S.Census Bureau, “Statistics of U.S. Businesses”(‘12), 
英国:Statisca, “Product, graphic and fashion design industry GVA in the UK ‘08-‘13” 

５）営業利益率の推移：景気停滞期を経て、産業のコスト削減等の対応力が向上
 2009～10年にかけては、営業費用圧縮が売上減少に追いつかず営業利益率の低下が見られました。
 一方、2013 年から 14 年にかけての売上高減少期には、売上減少幅を上回る営業費用削減により営

業利益率はむしろ上昇が見られます。

デザイン業の年間売上高、営業利益及び利益率の推移 

資料：経済産業省｢特定サービス産業実態調査｣(’09,’10,’13,’14)、総務省統計局｢経済センサス活動調査｣(‘12) 
※2011年についてはデータなし、2012年については営業費用のデータなし。

３．デザイナーの動態 
１）デザイナー数の推移：デザイナー数は堅調に増加
 2000年に 16.1万人、05年に 16.5万人、10年には 18.0万人と、堅調に増加しています。
 デザイナーの男女比率は 57：43 と、全体で見るとやや男性の方が多くなっています。
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デザイナー数の推移（単位：人） 
 2000年 2005年 2010年 

総数 161,393 164,741 179,570 
男 92,944 94,781 102,280 
女 68,449 69,960 77,290 

資料：総務省「国勢調査」(‘10) 

 
２）デザイナーの構成：20代～30代が多く、平均年齢は 39.6歳 
 男性では30代が多く、それ以降は徐々に減少していくものの、60歳以上も8,000人以上存在します。 
 女性では 10代～20代で数的に男性を上回りますが、20代後半をピークに、40代以降急速に数が減

少します。 
 
性別・年齢層別、デザイナー数（2010年、単位：人） 

 
資料：総務省「国勢調査」(‘10) 

 
性別・年齢階層別、デザイナー数の比率（2010年、単位：人） 

年齢階層 男性 女性 全体 全体比率 
15～19歳 90 110 200 0.1% 
20～24歳 3,720 7,650 11,380 6.3% 
25～29歳 11,970 15,950 27,920 15.5% 
30～34歳 18,030 15,290 33,320 18.6% 
35～39歳 18,350 13,390 31,730 17.7% 
40～44歳 13,710 8,950 22,660 12.6% 
45～49歳 11,450 6,610 18,060 10.1% 
50～54歳 8,670 4,380 13,050 7.3% 
55～59歳 7,730 2,290 10,020 5.6% 
60～64歳 5,310 1,660 6,970 3.9% 
65～69歳 2,120 530 2,650 1.5% 
70～74歳 780 230 1,010 0.6% 
75～79歳 220 110 330 0.2% 
80～84歳 90 100 190 0.1% 
85歳以上 40 40 80 0.0% 
合計 102,280 77,290 179,570 100.0% 

資料：総務省「国勢調査」(‘10) 
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３）デザイナーの所在： デザイン業のほか、情報通信業、製造業、卸売業・小売業等が活躍の場に
 デザイナーが就業する産業として最も多いのはデザイン業(32％)となっています。次いで、インターネット付

随サービス業(13％)、広告業(11％)、映像・音声・文字情報制作業(8％)となっています。
 製造業（印刷・同関連業、繊維工業等）、卸売業・小売業等もデザイナーの働く場となっています。

デザイナーが就業する産業（2010年） 

資料：総務省「国勢調査」(‘10) 

４）デザイナーの就職状況：正社員として勤めるデザイナーが多数
 従業上の地位としては、｢雇用者_正規の職員・従業員｣が最も多く 52％、次いで｢雇人のない業主

（フリーランス）｣が 22％、｢役員」が 11％で、派遣社員やパート・アルバイト、経営者は比較的少数と
なっています。

 デザイン業で働く従業者数（デザイナーの他、間接部門人員等も含まれる）を従業者規模別にみると
｢1～4人｣が 33％、｢5～9人｣が 23％、｢10～19人｣が 19％と、20人未満の事業所で 8割超とな
っています。この状況から、デザイナーも小規模事業所で働くケースが多いことが示唆されます。

従業上の地位別、デザイナー数（2010年、単位：人） 

資料：総務省「国勢調査」(‘10) 
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従業上の地位別、デザイナー数（2010年、単位：人） 
従業上の地位 デザイナー数 比率 

雇用者_正規の職員・従業員 93,750 52.2% 
雇用者_労働者派遣事業所の派遣社員 5,170 2.9% 
雇用者_パート・アルバイト・その他 15,320 8.5% 
役員 19,410 10.8% 
雇人のある業主 3,460 1.9% 
雇人のない業主（フリーランス） 40,040 22.3% 
家族従業者 2,350 1.3% 
家庭内職者 0 0.0% 

合計 179,500 100.0% 
資料：総務省「国勢調査」(‘10) 

【参考】従業者規模別 デザイン業における従業者数（2014年） 

資料：総務省「経済センサス」 (‘14) 

５）インハウス／フリーランスの構成：インハウスデザイナーがフリーランスの約 3倍
 企業に属するインハウスデザイナーが全体の 3/4 を占めます。
 企業に属さないフリーランスデザイナーは、全体の 2割強となっています。

インハウス／フリーランス別、デザイナー数の比率（2010年、単位：人）

区分 デザイナー数 比率 
インハウスデザイナー 137,110 76.4% 
フリーランスデザイナー 40,040 22.3% 
その他 2,350 1.3% 

合計 179,500 100.0% 
資料：総務省「国勢調査」(‘10) 

従業員規模 従業者数 比率 
1～4人 13,435 33.1% 
5～9人 9,217 22.7% 
10～19人 7,830 19.3% 
20～29人 3,265 8.0% 
30～49人 2,826 7.0% 
50～99人 1,801 4.4% 
100～199 1,671 4.1% 
200～299人 518 1.3% 
300人以上 0 0.0% 
出向・派遣従業者のみ 0 0.0% 

合計 40,563 100.0% 

【定義】 インハウスデザイナー、フリーランスデザイナー 
 インハウスデザイナーとは、企業に属するデザイナーを指す。ここでは国際調査において、従業上の地位が｢雇用者｣、｢役員｣、

｢雇人のある業主｣であるデザイナーをインハウスデザイナーとした。
 フリーランスデザイナーとは、特定の企業や団体に専従せず、個人事業主もしくは個人企業法人として活動するデザイナーを指

す。同じく、従業上の地位が｢雇人のない業主｣であるデザイナーをフリーランスデザイナーとした。
 その他には、｢家族従業者｣、｢家庭内職者｣が含まれる。
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６）デザイン業従業者数の都道府県分布：東京都・大阪府等大都市圏に集中
 事業所分布や売上高分布と同様、デザイン業従事者数（デザイナーの他、間接部門人員等も含まれ

る）も東京都(48％)、大阪府(17％)に集中しています。この状況から、デザイナーも大都市圏に集中し
ていることが推察されます。

【参考】デザイン業を主業とする事業所の都道府県別、事業従事者数（2014年、単位：人） 

資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」(’14) 

４．デザイナーの就業・報酬の実態 
１）労働時間数の推移：デザイナーの月間労働時間数は 180時間前後で推移
 2014年のデザイナーの月間の総労働時間数は 175時間（所定内実労働時間 165時間＋超過実

労働時間数 10時間）となっています。
 総労働時間数は近年上下を繰り返しながらも、おおよそ 180時間前後で推移しています。

デザイナーの月間労働時間数の推移 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(‘14) 

２）労働時間数の構造：小規模企業では労働時間が長い傾向
 企業規模別にみると、10～99 人の企業では月間 178 時間、100～999 人では 170 時間、1,000

人以上では 163時間と、企業の規模が大きくなるほど、労働時間は短くなっています。
 年代別にみると、男女とも 40 代半ばまではほぼ同じですが、45 代後半で男性の労働時間数が増加す

る一方で、女性では減少が見られます。その後男性が漸減するのに対し、女性は増加をたどっています。

【用語説明】 所定内実労働時間数、超過実労働時間数（賃金構造基本統計調査より） 
 所定内実労働時間数とは、事業所の就業規則等で定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間におい

て、1日の労働時間ではなく、調査対象期間中に実際に労働した時間数をいう。
 超過実労働時間数とは、事業所の就業規則等で定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間以外に

実際に労働した時間数及び所定休日において実際に労働した時間数をいう。ともに 1 か月間の数値。
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平成26年工業統計表「市区町村編」データ (経済産業省大臣官房調査統計グループ) 「平成28年4月8日公表」
[ GO TO INDEX]

２．市区町村別、産業中分類別統計表
現金給与 原 材 料 粗付加価値額 有形固定資産

市区町村 産業分類 調査年 内従業者 内従業者 総　　額 使用額等 内その他 年末現在高

30人～299人 300人以上 収 入 額 (従業者30人以上)

（人） （万円） （万円） （万円） （万円） （万円） （万円）
13 東京都 00 製造業計 2014 12,156 1,281 79 269,815 129,288,120 464,086,538 815,935,066 42,627,414 329,922,094 152,799,246
13100 東京特別区 00 製造業計 2014 9,415 797 23 150,908 65,789,822 167,880,795 320,963,388 16,930,511 143,489,127 81,069,642
13111 大田区 00 製造業計 2014 1,413 135 1 21,496 9,263,392 21,573,072 41,102,927 2,870,012 18,331,124 8,941,557
13121 足立区 00 製造業計 2014 883 62 2 12,760 4,540,190 13,253,236 22,689,403 2,091,718 8,861,989 6,722,755
13107 墨田区 00 製造業計 2014 828 46 1 12,284 5,821,858 9,873,040 27,356,155 555,774 16,127,140 6,429,055
13122 葛飾区 00 製造業計 2014 770 43 - 9,525 3,499,541 9,532,801 16,893,556 1,184,798 6,901,324 2,460,044
13123 江戸川区 00 製造業計 2014 757 45 1 9,473 3,798,314 11,608,293 19,890,563 2,108,069 7,777,528 4,314,006
13119 板橋区 00 製造業計 2014 668 108 4 16,454 7,712,394 21,785,942 42,582,847 1,214,959 19,616,533 10,933,081
13108 江東区 00 製造業計 2014 567 59 5 10,465 4,461,313 15,072,407 28,427,883 988,988 12,494,767 9,585,222
13201 八王子市 00 製造業計 2014 561 105 5 15,393 6,451,994 17,571,384 36,981,225 1,829,199 18,473,471 7,466,829
13118 荒川区 00 製造業計 2014 505 28 - 5,814 2,237,211 5,199,638 9,407,813 975,637 3,940,178 1,059,247
13106 台東区 00 製造業計 2014 449 13 - 4,400 1,560,903 4,116,208 7,294,133 539,793 2,968,209 326,832
13109 品川区 00 製造業計 2014 397 28 - 5,893 2,565,340 4,414,777 9,183,843 503,045 4,469,911 1,167,216
13105 文京区 00 製造業計 2014 296 33 1 5,871 2,833,768 5,716,216 11,097,249 345,493 5,034,911 1,386,433
13111 大田区 24 金属製品製造業 2014 294 27 - 3,964 1,641,848 2,930,479 6,367,203 617,873 3,213,449 1,728,836
13104 新宿区 00 製造業計 2014 292 37 3 8,186 4,339,128 12,953,752 20,999,351 217,943 7,630,695 7,621,493
13117 北区 00 製造業計 2014 285 37 4 7,895 4,312,765 12,346,969 24,056,734 1,099,258 10,993,274 12,370,505
13111 大田区 26 生産用機械器具製造業 2014 254 17 - 3,499 1,638,396 2,829,673 5,963,997 302,720 2,952,089 907,122
13205 青梅市 00 製造業計 2014 236 40 4 9,176 5,540,208 12,165,866 20,809,541 243,302 8,211,186 4,076,092
13119 板橋区 15 印刷・同関連業 2014 212 45 1 6,334 2,758,709 4,438,233 10,604,997 42,556 5,787,086 3,216,483
13303 西多摩郡瑞穂町 00 製造業計 2014 211 36 1 6,407 2,952,365 22,602,986 41,077,009 510,452 17,343,190 3,704,070
13104 新宿区 15 印刷・同関連業 2014 201 32 3 6,949 3,874,744 12,023,836 19,177,412 80,731 6,797,276 7,364,302
13108 江東区 15 印刷・同関連業 2014 199 22 1 3,950 1,871,195 3,525,173 8,214,726 155,085 4,383,863 2,651,205
13105 文京区 15 印刷・同関連業 2014 196 26 1 4,571 2,325,939 4,493,303 8,822,271 46,728 4,047,746 1,222,373
13120 練馬区 00 製造業計 2014 193 21 - 3,032 1,160,552 3,366,716 6,163,668 384,732 2,633,635 812,471
13122 葛飾区 24 金属製品製造業 2014 183 8 - 2,063 733,298 1,201,426 2,582,814 23,915 1,289,171 131,724
13112 世田谷区 00 製造業計 2014 178 16 - 2,416 949,531 1,900,139 3,963,337 257,693 1,930,062 215,416
13123 江戸川区 24 金属製品製造業 2014 171 8 - 1,850 701,171 1,733,844 3,444,846 407,888 1,604,220 298,113
13102 中央区 00 製造業計 2014 166 17 - 2,508 1,092,154 2,732,079 5,294,852 243,532 2,395,123 1,509,742
13121 足立区 24 金属製品製造業 2014 163 3 - 1,610 553,121 1,047,071 2,186,252 80,354 1,062,720 42,368
13116 豊島区 00 製造業計 2014 161 15 1 3,003 1,368,041 2,685,129 5,720,484 131,390 2,870,478 3,419,443
13107 墨田区 15 印刷・同関連業 2014 152 19 - 2,435 1,033,788 1,494,480 3,257,476 63,472 1,651,157 767,392
13107 墨田区 24 金属製品製造業 2014 145 2 - 1,341 478,458 930,843 1,808,233 20,931 818,969 X
13209 町田市 00 製造業計 2014 143 27 3 4,692 1,891,718 5,558,755 9,586,725 1,376,173 3,823,721 2,195,100
13110 目黒区 00 製造業計 2014 141 16 - 2,542 1,184,397 2,890,561 4,970,959 484,740 1,952,373 352,715
13103 港区 00 製造業計 2014 128 11 - 1,852 859,546 2,457,040 4,553,742 108,758 1,957,830 350,482
13223 武蔵村山市 00 製造業計 2014 128 27 3 4,017 1,483,801 4,841,988 8,558,846 87,302 3,533,135 2,528,649
13118 荒川区 15 印刷・同関連業 2014 127 9 - 1,596 668,622 1,304,755 2,502,935 8,247 1,119,043 350,243
13207 昭島市 00 製造業計 2014 127 25 8 9,210 4,919,684 39,967,964 51,228,353 2,496,134 11,288,751 10,691,762
13206 府中市 00 製造業計 2014 123 32 7 13,197 8,607,943 63,786,585 89,165,922 4,952,056 21,751,723 8,818,357
13111 大田区 25 はん用機械器具製造業 2014 116 10 - 1,751 787,309 1,757,103 3,129,696 547,497 1,290,756 551,558
13111 大田区 29 電気機械器具製造業 2014 115 11 - 1,667 749,470 1,464,880 2,864,373 86,286 1,317,885 345,333
13102 中央区 15 印刷・同関連業 2014 108 13 - 1,741 828,369 1,967,643 3,880,618 13,462 1,788,378 1,400,840
13101 千代田区 00 製造業計 2014 107 16 - 2,066 970,906 2,102,746 4,562,622 19,658 2,300,845 648,204
13111 大田区 18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 2014 106 6 - 1,318 523,217 864,770 1,915,781 46,992 985,941 745,681
13208 調布市 00 製造業計 2014 103 13 2 2,378 1,176,907 2,435,049 5,005,639 417,233 2,424,962 1,032,387
13123 江戸川区 26 生産用機械器具製造業 2014 98 10 - 1,492 762,654 1,928,318 3,414,429 477,961 1,411,778 1,325,537
13115 杉並区 00 製造業計 2014 95 2 - 1,025 421,593 881,818 1,753,417 336,596 816,024 X
13202 立川市 00 製造業計 2014 90 19 3 3,753 1,753,734 5,077,877 8,193,097 169,124 3,179,372 676,746

　　　　事　業　所　数

計

製 造 品 出 荷 額 等
従業者数
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